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要約 

佐賀市では平成 15 年（2003 年）に供用開始した計画処理 300t/日（100t/日×3 基）の佐

賀市清掃工場（以下、本施設）において、可燃ごみの焼却処理を行っている。 

今後、人口減少によるごみ処理量の減少や可燃ごみ中のプラスチックごみが減少するこ

とによる発熱量減少が課題として考えられており、本施設の将来的な安定運用が懸念され

ている。 

一方で、地域課題として、林業や製材業において発生するバーク（樹皮）や木くずの処理、

農業関連において発生するもみ殻の処理、および荒廃竹林の問題などからバイオマスの処

理が求められている。 

本事業では、本施設における課題と地域課題を同時に解決する方策として、地域資源であ

る未利用のバイオマスを清掃工場の燃料として利活用すること、および本施設の安定運用

によって得られた熱エネルギーを地域に供給することを実証し、持続可能な本施設運用シ

ステムを検討・構築することを目的として行われた。 

令和 3 年度（2021 年度）は以下に述べる 4 つの検討項目について成果が得られた。 

（１）原料調達の検討 

将来における本施設の安定運用に必要な調達バイオマス量を検討し、それに見合う地

域のバイオマス賦存量が存在することを確認した。また、地域のバイオマスの内、農業残

渣であるもみ殻と林業残渣であるバークについての利用可能性を検討し、バイオマス発

生箇所における情報収集と整理を行った。さらに、本施設においてこれまで受け入れてい

なかったバイオマスを受け入れるための法規制について調査し、情報を整理した。 

加えて、後述する実証試験を実施するにあたり、地域のカントリーエレベーターやバー

ク発生箇所からそれぞれもみ殻やバークを実証用原料として調達した。 

 

（２）バイオマス混焼による実証試験 

前記実証用原料バイオマスを本施設において試験的に受け入れ、ごみと混合して焼却

炉に導入する実証試験を実施した。また、混合割合や混焼時間などの実証試験の条件設定

を行い、混合処理における本施設の運転パラメータの変化や処理後の灰分などを確認す

ることによって安定的な実証試験を行う前段階としての確認などを行った。 

さらに、本施設におけるスートブロワの方式を蒸気式から圧力波式へ変更することに

よって、今後の熱回収量をアップする（創エネ）ことを目指し、圧力波式スートブロワの

製作を行った（設置による実証は次年度に実施予定）。 

 

（３）熱供給方法の検討 

本施設の 2019、2020 年度のエネルギー回収、利用状況等について実績値を集約し、現

状における熱供給の情報を収集・整理した。また、現在温水や蒸気を供給している 2 件の

熱需要家へのヒアリングを行うことにより、現状の熱供給に関する課題や需要家のニー



 

 

ズを把握した。さらに、本施設近隣の工場、商業施設、施設園芸など将来の熱需要家候補

となる施設を調査した。 

これらの情報を踏まえ、今後の熱供給の拡大に向けた設備投資と熱供給計画の方向性

を検討した。 

 

（４）システム全体の検討 

エネルギー分野における地域循環共生圏モデルの全体イメージを構成し、エネルギー

の面的展開として山間部と都市部の再生エネルギー利用を視野に入れた「Saga Energy 

Factory Vision」を構想した。さらに、本構想を具体化するための検討を行い、本施設の

排熱を効率よく周辺に供給するための複合拠点（ベース熱供給に加えて変動対応熱供給

施設）を新たに設け、地域としての面的展開を拡大する方策の必要性を見出した。 

本施設を中心としたエネルギー供給システム全体として、水冷復水器採用による低温

熱の拡大利用を目指し、補助加熱は再生エネルギー利用や蓄エネルギーも検討し、元の構

想をアップデートした「Saga Energy Factory Vision+」を検討した。 

  



Summary 

In Saga City in 2003, the Saga Waste Disposal Factory (referred to below as “the facility”) 
began operation with a disposal plan of 300 tons per day (three incinerators at 100 tons per 
day each), and is carrying out the incineration of combustible waste, as per that plan. 
Due to diminishing population and the resulting reduction in the quantity of combustible 
waste as well as the reduction of the amount of plastic products included in combustible 
waste, we expect to deal with the challenge of a reduction in thermal energy generation in 
years to come and are concerned about the stable operation of the facility in the future. 
At the same time, there is a need to dispose of bark and wood chips generated in the lumber 
and forestry industries, the chaff generated in relation to agriculture, and there is the 
growing problem of ruined bamboo forests. Due to these factors, meeting the demand for 
disposal of biomass is being raised as a regional issue. 
This project was carried out with the goal of considering and enacting a sustainable 
operation system for the facility, and has resulted in a plan to solve both the problems faced 
by the facility and the aforementioned regional issue by using the local resources of unused 
biomass as fuel for the waste disposal factory, which will in turn ensure the ability to provide 
local areas with the thermal energy generated by the stable operation of the facility.  
In 2021, we made accomplishments in the following four areas of consideration: 

 
(1)  Review of ability to procure raw materials 
We reviewed the amount of biomass we would need to procure to ensure the future stable 
operation of the facility, and we were able to confirm the existence of regions with the 
potential biomass capacity to meet this need. In considering the possibility of using chaff 
produced as agricultural byproducts and bark produced by the forestry industry, we 
collected and organized information from sites of biomass generation. Additionally, since 
the facility has not yet undertaken the receiving and handling of biomass, we researched the 
rules and regulations for the handling of biomass and compiled that information. Also, for 
the purpose of conducting the proof-of-concept tests discussed below, we sourced biomass 
materials needed for the tests : the chaff from regional grain elevators and the bark from 
sites of generation. 

 
(2)  Proof-of-Concept Tests of Biomass Mixed Waste Combustion 
We received raw materials in the form of biomass at the facility and used it, mixed with 
waste, in the incinerator to carry out the aforementioned proof-of-concept test. Also, we set 
the conditions of the tests, such as biomass-to-waste ratio and length of incineration time to 



reflect changes to operation parameters of the facility during mixed combustion and changes 
in the ash content post combustion, as a preliminary step in confirming the facility’s ability 
to run a stable proof-of-concept test. 
And, because switching the facility’s soot blower system from steam to pressure wave will 
allow us to improve thermal recycling and increase our energy creation capabilities, we 
manufactured a pressure wave soot blower system (Installation and testing is scheduled to 
be carried out in the next fiscal year). 
 
 
(3)  Review of Method of Thermal Energy Provision 
We’ve compiled our track record on the facility’s energy recovery and the application of that 
energy for fiscal 2019 and 2020 and collected and organized the data about the present 
condition of our thermal energy provision. We’ve conducted interviews with two steam and 
hot water customers to ascertain the current challenges of and demand for thermal energy 
provision. Furthermore, we’ve conducted a survey of potential thermal energy customers in 
close proximity to the facility, including factories, commercial facilities, and gardening 
facilities. With this information, we’ve considered the capital investment needed and the 
direction of our thermal energy provision planning, to further future expansion of thermal 
energy provision. 

 
(4)  Review of Overall System 
We’ve composed an overall image of our system based on the energy field’s regional circular 
and ecological model, and conceptualized the “Saga Energy Factory Vision,” with an eye on 
the possibility of a region-wide energy regeneration plan, encompassing the mountainous and 
urban areas. We’ve considered the steps to take to make this vision a reality and seen the need 
to set up a new center of operations for efficiently providing the surrounding area with energy 
from the waste disposal factory’s waste heat (a facility for handling energy level fluctuations 
in addition to the facility for base level thermal energy provision) and for a policy to expand 
development to cover the entire region. We then set our sights on the goal of expanding the 
utilization of low temperature thermal energy generated by water-cooled condensers, and 
considered providing supplemental heating via energy recycling, as well as energy storage, 
and updated our original vision, producing “Saga Energy Factory Vision+,” an overarching 
system with the waste disposal factory at its core. 
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第1章 実施概要 

1-1. 業務目的 

佐賀市清掃工場（以下「本施設」）の課題として、人口減少とプラスチックに係る資源

循環の促進等に関する法律により原料ごみが減少し、ごみの発熱量減少が問題となって

いる。また、地域課題として、製材工場残材であるバーク（樹皮）や木くずの発生、農業

関連として、もみ殻や荒廃竹林整備による竹の未利用の問題がある。 

本施設における課題と地域課題を同時に解決する方策として、本事業では地域資源で

ある未利用のバイオマスを本施設の燃料として利活用すること、および本施設の安定運

用によって得られた熱エネルギーを地域に供給することを実証し、持続可能な運用シス

テムの検討・構築することを目的とする。 

 

1-2. 事業の全体像 

令和３年度脱炭素化・先導的廃棄物処理システム実証事業（地域バイオマスの利活用に

よる清掃工場の持続可能な運用システムの実証）委託業務仕様書に基づいて、下記の内容

を実施した（図 1-1 および図 1-2 参照）。 

 

 

図 1-1 処理フローにおける実証ポイント 
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図 1-2 実証フローにおける CO2削減ポイント 

 

（１）原料調達の検討 

⚫ 検討のベースとなる本施設の運用状況を確認し、将来の人口動向やごみ成分の

変化を予測することによって、本施設の安定運用に必要な原料発熱量を検討す

ること。 

⚫ 地域において発生する木質系バイオマス（バークや木くず）、農業系バイオマス

（もみ殻等）および竹の発生時期、調達可能量、性状を調査し、本施設の安定運

用に必要な収集・運搬も含めた調達システムを検討すること。 

⚫ 地域において発生するバイオマスの調達については、これまで処理困難物とし

て受け入れていなかったため、新たな受け入れ対象廃棄物となる事業系ごみの

受け入れを検討すること。 

⚫ 本施設において新たな対象廃棄物を受け入れるための法規制上の課題を調査す

ること。 

 

（２）バイオマス混焼による実証試験 

⚫ 本施設においてバイオマスを混合導入するときのプラントへの影響と受け入れ

可能割合についてメーカーと協議を行い、実証試験の計画を策定すること（計画

についてはもみ殻のみならず、バークや竹など地域で調達可能なバイオマス種

を考慮する）。 

⚫ 実証試験に必要なバイオマス原料を調達し、ごみと混焼することで、最適な炉へ

の投入方法、燃焼管理、主灰・飛灰の量的質的変化、機器損耗の変化などの影響
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を評価すること。 

⚫ 蒸気式スートブロワ（排熱ボイラーの灰落とし装置）の方式を圧力波式に変更し、

使用蒸気の削減と新たな熱量の創出をすること。 

⚫ 灰落とし装置を製作し、2022 年度設置稼働に向けて周辺機器等の詳細設計等を

実施すること。 

⚫ 灰落とし装置本体の製作業務は共同実施者である西日本プラント工業から三國

機械工業に再委託すること。 

 

（３）熱供給方法の検討 

⚫ 事業の持続性の確保のために必要な本施設周辺の熱需要家の需要パターン分析

を行い、導管によるオンライン方式の熱供給に関する合理性、効率性、有効性の

検証を行うこと。 

１）熱需要データの収集・分析 

２）熱需要の月別(季節別)変動の把握 

３）熱需要の時間別変動の把握 

⚫ 熱供給先の新規開拓、熱供給方法について検討すること。 

⚫ 熱供給方法については熱供給配管のみならず、トランスヒートコンテナなどオ

フラインでの方法も比較・検討し、CO2削減コストなど費用対効果を確認するこ

と。 

⚫ 本施設の廃棄物処理事業、廃棄物エネルギー供給事業を持続可能なものとする

ために、廃棄物エネルギー(熱、電力、CO2)の最適な価格帯を検証し事業性を確

認すること。 

 

（４）令和３年度脱炭素化・先導的廃棄物処理システム実証事業（地域バイオマスの利活

用による清掃工場の持続可能な運用システムの実証）検討会の開催 

業務の円滑な実施のため、令和３年度脱炭素化・先導的廃棄物処理システム実証事業

（地域バイオマスの利活用による清掃工場の持続可能な運用システムの実証）検討会

を設置し、業務実施期間内において、佐賀市にて 2021 年 12 月 17 日と 2022 年 2 月 17

日の 2 回にわたり、令和３年度脱炭素化・先導的廃棄物処理システム実証事業（地域バ

イオマスの利活用による清掃工場の持続可能な運用システムの実証）検討会を開催し

た。 

 

（５）「令和３年度脱炭素化・先導的廃棄物処理システム実証事業審査等委員会」への出

席 

環境省が 2022 年 2 月 10 日に実施した「令和３年度脱炭素化・先導的廃棄物処理シ

ステム実証事業 審査等委員会」へ出席し、業務報告を行った。 
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（６）令和３年度廃棄物処理システムにおける脱炭素・省 CO2 対策普及促進方策検討委

託業務ヒアリング等への協力 

環境省が 2022 年 1 月 20 日に実施した「令和３年度廃棄物処理システムにおける脱

炭素・省 CO2 対策普及促進方策検討委託業務」に係るヒアリングへの協力や検討会へ

のオブザーバ出席をした。 

 

（７）共同実施者との打合せ 

本事業は、図 1-3 に示す体制で実施し、業務実施に当たっては、必要に応じて環境

省担当官と打合せを行った。その他、共同実施者である一般財団法人エネルギー総合工

学研究所、西日本プラント工業株式会社、九州電力株式会社と図 1-1 に示した項目①

～④の研究について、計 10 回の打合せを実施した。これらの内、6 回は Web 打合せ、

4 回は佐賀市で対面式での打合せであった。 

 

（８）報告書の作成 

業務の内容についての最終的な取りまとめを行い、業務報告書を作成し、提出した。 

 

（９）技術開発・実証の目標設定 

本事業の目標を設定し、工程表に従って実施した。 
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1-3. 事業実施主体、実施体制、役割分担 

業務の実施体制を図 3-1 に示す。 

 

 

図 1-3 業務の実施体制 
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1-4. 事業スケジュール 

本業務は、2021 年 11 月 30 日の契約日以降、以下に示すスケジュールで実施した。 

 

図 1-4 実証事業のスケジュール 
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第2章 原料調達の検討 

2-1. 背景 

佐賀市（以下、本市）では 2003 年（平成 15 年）に供用開始した計画処理 300 t/日（100 

t/日×3 基）の本施設において本市の可燃ごみの焼却処理を行っている。 

本施設では、発電した電力を市立の小中学校へ供給、発生した熱の一部を隣接のプール

へ供給、さらに発生した CO2 を分離回収して民間藻類培養施設へ供給するといった取り

組みにより、エネルギーや CO2の有効利用を図っている。 

本市の一般廃棄物処理基本計画[2-1]によると、ごみの排出量は本市 3R 施策効果や将来

人口の減少に伴い、減少傾向となることが予測されている。図 2-1 にごみの中間処理量

の推移実績と予測を示す。本施設で処理される燃えるごみの量は、2013 年度（平成 25 年

度）に 76,357 t/年であったものが、2018 年度（平成 30 年度）に 74,089 t/年まで減少し

ており、2024 年度（令和 6 年度）には 66,242t/年まで減少することが予想されている。 

 

 

図 2-1 本市のごみ中間処理量の実績と予測[2-1] 

 

また、2022 年 4 月 1 日に「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」（以

下、プラスチック資源循環促進法）が施行されることによって、燃えるごみに含まれる高

カロリーのプラスチックが減少することも予想される。本施設の安定運転と発生エネル

ギーの有効利用を将来にわたって行うためには、不足する分の原料調達が必要となって

いる。 
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2-2. 本施設の運用 

2-2-1 本施設運用の現状 

本施設の概要を図 2-2 に示す。プラントは全連続燃焼式ストーカ炉で前述の通り、

計画処理 300 t/日（100 t/日×3 基）となっている。 

ごみの流れとしては、プラットホームに到着したごみ収集車がごみピットに一般廃

棄物を投入し、ごみクレーンによってごみピット内で撹拌されたごみが一定速度（時間

あたり一定回数）でごみホッパに投入され、焼却炉で燃焼される。焼却ガスは各種ガス

精製設備を通った後、煙突より大気に放出されるが、一部は CO2 分離回収設備に供さ

れ、分離された CO2 は近隣に供給される。ごみの燃焼によって発生する灰分の内、焼

却炉底部に発生するボトムアッシュは灰押出装置から排出され、焼却ガスに同伴され

る細かい灰はバグフィルタで捕集され、排出される。 

エネルギーの流れとしては、ボイラで発生した熱エネルギーで蒸気が発生し、出力

4,500 kW の蒸気タービン発電機を回すことによって、電力に変換される。一部の蒸気

は場内余熱利用や場外の熱需要家に熱エネルギーとして供給される。 

 

 

図 2-2 本施設の概要図[2-2] 

 

図 2-3 に 2020 年度における本施設の運用状況を示す。本施設は 11 月に 15～20 日

間の全炉停止期間があり、それ以外の期間では蒸気タービン発電機と CO2 回収装置が

連続運転を行っている。焼却炉は一部 3 炉運転が重なる期間を設けつつ、最低 2 炉運

転を維持している。 
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図 2-3 本施設の運用状況 
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図 2-4 に過去 7 年間の月別ごみ搬入実績を示す。ごみ搬入実績は概ね 6,000 t/月程

度で推移しているが、徐々に右肩下がりの傾向で減少していることもわかる。 

 

 

図 2-4 過去 7年間のごみ搬入実績（月別） 

 

図 2-5 に過去 7 年間の年度別ごみ搬入実績を示す。年間で見ると、この 7 年間で徐々

に搬入実績が減少していることがわかる。回帰分析の結果からこの期間で毎年 1013 t

の減少量と見ることができる。 

 

 

図 2-5 過去 7年間のごみ搬入実績（年度別） 

（※2021年度は 2月分以降計画値を加算した） 
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直近のデータが揃っている 2020 年度の運転実績から、本施設の物質収支とエネルギ

ー収支を計算し、それぞれ図 2-6 および図 2-7 に示す。 

図 2-6 の物質収支は以下の方法により求めた。 

 2020 年度のごみ焼却実績 70,113 t をごみのインプットとした。 

 2020 年度の 21 回に渡るごみの成分分析結果の平均値から、可燃分 45.9%、水

分 49.6%、灰分 4.5%を用いた。 

 その他本施設に導入される物質としては 505 t の薬品（尿素水、石灰石、活性炭、

脱塵助剤）、補助燃料としての灯油 55.6 t（70,394L より換算1）、ボイラ等で利

用される上水 37,800 t を用いた。 

 アウトプットとしては焼却灰 5,834 t、飛灰（活性炭や脱塵助剤を含む）1,242 t、

放流水 13,021 t の実績データを用い、残りが水蒸気と CO2として大気放出され

るとした。 

 水蒸気の大気放出量はインプットであるごみ中の水分と上水の合計から放流水

を引いて求めた。残りは CO2とした。 

 

図 2-7 のエネルギー収支は以下の方法により求めた。 

 インプットのエネルギーとしてはごみ焼却実績量にごみの発熱量分析結果平均

値 7,646kJ/kg を乗じて求めた。 

 灯油のエネルギーは前述の使用量に発熱量 1を乗じて求めた。 

 その他一部買電量610,190kWhを発熱量に換算2してインプットエネルギーとし

た。 

 アウトプットのエネルギーとしては発電電力量 30,566,340kWh、その内、所内

利用 14,642,810kWh、売電量 15,934,050kWh を発熱量に換算した。 

 近隣への熱供給量は運転実績から蒸気で 6,947t であったため、120℃の飽和蒸

気のエンタルピー2,706kJ/kg を乗じて求めた。 

 

 

 

 
1 灯油の密度 0.79g/cm3、発熱量 36.49MJ/L 
2 1kWh=0.0036GJ 
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図 2-6 本施設の物質収支（2020年度，単位： t/年） 

 

 

図 2-7 本施設のエネルギー収支（2020年度，単位：GJ/年） 
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2-2-2 本施設運用の予測 

前述の通り、本市においては将来の人口減少に伴って、2024 年度には燃えるごみの

発生量が 66,242 t/年まで減少することが予想されている。 

ここでは 2024 年度のごみ発生量減少時の本施設に与える影響を想定する。 

想定に用いた条件は以下の通りである。 

 3 つの焼却炉はそれぞれ 100t/日で定格運転とする。 

 タービン発電機が運転するためには 2 炉の運転が必要。 

図 2-8 は図 2-3 と比較して、タービン発電機の運転日数は減らさずに、3 炉運転の

期間を 2 炉運転にした場合である。この時、3 つの焼却炉がそれぞれ 232 日/年の運転

日数で、ごみ処理量は 69,600 t/年になる。したがって、このごみ処理量が発電量を減

らすことなく運用できる最低限であることがわかる。 

一方で、2024 年の燃えるごみ発生量を考えると、上記最低限の量を下回ることから、

タービン発電機の運転日数を減らさざるを得ないことがわかる。 

図 2-9 は 66,400 t の燃えるごみを処理するために、図 2-8 からさらに焼却炉の運転

日数を減らした場合である。このとき、3 つの焼却炉が平均 220 日/年の運転日数で十

分になり、1 炉しか運転できない日が 30 日増えたため、タービンの稼働日数が 340 日

から 310 日に減少する。 
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図 2-8 2炉運転を最大限とした運転予測（ごみ処理量 69,600 t） 

 

 

図 2-9 ごみ処理量 66,400 tとしたときの運転予測 
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次に、図 2-9 の運転予測に基づいて、2024 年のごみ処理量が減ったときの物質収支

とエネルギー収支を求め、それぞれ図 2-10 と図 2-11 に示す。 

図 2-10 の物質収支は以下の方法により求めた。 

 2024 年度のごみ処理予測量 66,242 t をごみのインプットとした。 

 ごみの成分は 2020 年度と変わらないと想定した。 

 薬品使用量と上水はごみ処理量に比例して変化させ、補助燃料としての灯油使

用量は 2020 年度と一緒とした。 

 アウトプットとしての焼却灰、飛灰、放流水はごみ処理量に比例して変化させた。 

 その他のアウトプットは図 2-6 と同様に計算した。 

 

図 2-11 のエネルギー収支は以下の方法により求めた。 

 ごみの単位発熱量および買電量は 2020 年度と変わらないと想定した。 

 アウトプットのエネルギーとしての発電電力量は 2020 年度の実績に対し、ター

ビン発電機の運転日数比例で 310/340 を乗じた。 

 電力の所内利用量は 2020 年度と一緒とし、残りの電力を売電するとした。 

 近隣の熱利用量も 2020 年度と一緒として、残りの熱をヒートロスとした。 

 

発電電力量は 2020 年度の 30,566MWh から 27,869MWh に約 10%減少し、所内利

用電力を一定としたため、売電量は 17%減少した。 

実際には 2024 年の燃えるごみ発生量が減少することに加えて、プラスチック資源循

環促進法の適用により、ごみの発熱量も低減することが予測されるため、本施設の安定

運用にはバイオマス等の代替燃料の調達が重要となる。 
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図 2-10 本施設の物質収支（2024年度予測，単位： t/年） 

 

 

図 2-11 本施設のエネルギー収支（2024年度予測，単位：GJ/年） 
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2-3. 本市におけるバイオマスの発生状況 

「バイオマス産業都市」とは地域に存在するバイオマスを原料に、収集・運搬、製造、

利用までの経済性が確保された一貫システムを構築し、地域のバイオマスを活用した産

業創出と地域循環型のエネルギーの強化により地域の特色を活かしたバイオマス産業を

軸とした環境にやさしく災害に強いまち、むらづくりを目指す地域のことで、平成 25 年

度から、関係 7 府省（内閣府、総務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通

省、環境省）が共同で選定し、バイオマス産業都市構想の具体化に向けた取組を推進して

いる。 

本市は平成 26 年度（2014 年度）にバイオマス産業都市に選定され、バイオマス産業を

軸とした地域づくりを目指している。 

 

 

図 2-12 「バイオマス産業都市さが」におけるバイオマス循環利用イメージ[2-3] 

 

本市が提出した計画であるバイオマス産業都市構想[2-3]によると、家畜排せつ物が約

83,000 t/年発生し、そのすべてが農地還元によって利用されている。食品廃棄物について

は約 85,000 t/年発生し、家庭系生ごみの発電・熱利用や事業系食品残渣の堆肥化などに

より、約 27％が利用されている。 

汚泥は約 10,000 t/年発生し、ほとんどが農地還元されている。水産系のバイオマスは

これらの廃棄物より少なく、287 t/年発生、約 30%が土壌改良剤に利用・販売されている。 
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製材工場や木材工場で発生する端材、木くず、おが粉、バークといった木質系廃棄物は

約 16,000 t/年発生し、8 割が畜産敷料、製紙用、無償譲渡などで利用されている。 

未利用系バイオマスの稲わらや麦わらについて見ると、合計で 65,000 t/年発生してお

り、そのほとんどが農地に鋤き込む方法で農地還元されている。もみ殻は約 7,900 t/年発

生し、農地還元や畜産敷料としての無償譲渡されている。また、林地残材は 4,500 t/年程

度発生し、ほとんど利用されていない。 

これらポテンシャルデータの確認のため、NEDO（国研 新エネルギー・産業技術総合

開発機構）が 2010 年に実施したバイオマス賦存量推計調査の結果[2-4]を比較として図 

2-13 に示す。 

概ねバイオマス産業都市構想で示されている数値と同程度であることがわかり、林業

系のバイオマスと農業系のバイオマスの賦存量（＝発生量）が大きいと言える。 

本市における林業系および農業系バイオマスの賦存量をそれぞれ図 2-14 および図 

2-15 に周辺地域と比較して示す。用いたデータは図 2-13 と同等のものである。 

本市の林業系バイオマス賦存量は 12,500 t/年で唐津市の 13,800 t/年よりやや少ないも

のの、県内では第二位になっている。一方、本市の農業系バイオマス賦存量は 58,200 t/

年で県内でも第一位の賦存量である。 

この他にも本施設には事業系（建設廃材、パレット・木枠、家具端材等）バイオマスの

処分に関する相談なども多くあり、ここに挙げた以外の有効活用可能なバイオマスも存

在すると思われる。 
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図 2-13 NEDOバイオマス賦存量・有効利用可能量の推計（現在は公開終了）から算出した本市のバイオマス賦存量 
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図 2-14 林業系バイオマスの賦存量に関する本市と周辺地域の比較 
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図 2-15 農業系バイオマスの賦存量に関する本市と周辺地域の比較 

 

佐賀市
計58,200乾燥トン/年

唐津市
計17,200乾燥トン/年

白石町
計35,800乾燥トン/年



22 

 

2-3-1 佐賀市におけるバイオマスの発生状況（詳細） 

前述の通り林業系バイオマスおよび農業系バイオマスの賦存量が大きいことから

2021 年度（令和 3 年度）は本市のカントリーエレベーター（以下「CE」）において発

生するもみ殻の調達可能性と原木市場などで発生するバークの調達可能性について検

討した。 

 

（１） もみ殻 

本市の農業系バイオマス賦存量が多いことは前述の通りであるが、佐賀県は全国と

比べてもお米の生産に重要なライスセンター（以下「RC」）および CE の普及率が高い

（図 2-16 参照）。県内にはライスセンターが 98 施設、CE が 27 施設あり、普及率は

80%にも達している。本市内について見ると、RC が 3 施設、CE が 9 施設存在する。 

 

 
図 2-16 共同乾燥調整施設の普及率[2-5] 

 

もみ殻の発生状況に関する利活用の状況を佐賀県の農産課に聞いたところ、「もみ殻

の処分先は積年の課題で、過去に検討したが妙案は無かった」とのことであった。 

また、JA さがへのもみ殻の発生・利用状況についてヒアリングしたところ、以下の

情報が得られた。 

⚫ 各 CE の合計で年間約 4000 t 発生。 

⚫ 利用先、無償取引一部有償、畜産農家減少で将来の引取先に不安。 

⚫ 過去に処分先が無く処理施設の確保に奔走したこともあった。 

⚫ 本施設でバイオマスを処理するというコンセプトの本事業に期待している。 

⚫ 本施設も引渡し先の選択肢となれば安泰、手数料負担も検討できる。 
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⚫ 現状 CE における発生量の 10%（410 t）を出すことで検討しているが、具体的

な要望量があればそれよりも多い受け渡し可能量を検討できると思う。 

 

  

CE 外観 もみ殻排出口 

 

もみ殻 

図 2-17 CEの様子 

 

図 2-18 に本施設を中心として、CE およびバークの発生箇所を示す。 

CE は本施設を中心として 15km 圏内に 11 施設ある。一般的に木質バイオマス発電

における燃料調達で採算が見込める範囲は 30km 圏内と言われているため[2-6]、本条件

はバイオマスの発生箇所と利用箇所が集約されて効果的であると言える。 
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図 2-18 カントリーエレベーターおよびバーク発生箇所の配置 

（1：本施設、2～12：カントリーエレベーター、13,14：バーク発生箇所） 

 

次に、これら CE で発生するもみ殻の量を表 2-1 に示す。各 CE で発生量は異なる

が、合計で約 4,000 t/年のもみ殻が発生している。 
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表 2-1 各 CEにおけるもみ殻発生量（2019年（令和元年）実績） 

地域 名称 
もみ殻発生量

（ t/年） 

佐城北部 大和 CE 163 

佐城南部 

久保田 CE 434 

東与賀 CE 580 

川副中部 CE 1027 

佐城中部 

北部 CE 230 

久保泉南部 RC 107 

嘉瀬 CE 322 

本庄 CE 271 

西与賀 RC 165 

東部 CE(北川副) 341 

諸富町 CE 454 

合計 4,094 

 

これらもみ殻の発生に関する季節変動性についてヒアリングしたところ、CE の操業

は 11 月から翌年 2 月までの 4 カ月で、年間取扱量を 4 カ月で押しなべて行うため、ほ

ぼ一定量の年間発生量÷4 の量が毎月発生する量となる。 

逆に、3 月から 10 月まではもみ殻の発生が無いため、本施設に安定的にバイオマス

を供給するためには、この期間に発生する別のバイオマスを調達する必要がある。 

 

（２） バーク 

本市におけるバークの発生箇所は図 2-18 に示した通り、本施設に近い 1 箇所と約

15km 山側に入った 1 箇所になる。 

本施設に近い箇所にある佐賀県森連木材共販所では、バークが年間 250 t 程度（主に

春から夏）発生し、現状伊万里市のバイオマス発電事業者が引き取りに来ているが、本

施設への引き渡しは可能という情報が得られた。 

山側に入った 1 箇所の木材供給センターでは、バークが年間 900 t 程度発生し、現在

引き取り手はいないので、引き渡しは可能という情報が得られた。 
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バーク付き丸太 バークが積まれた状態 

図 2-19 バーク発生箇所の様子 

 

佐賀県森連木材共販所におけるバークの発生量変動を月別にして図 2-20 に示す。年

度によってバラつきがあり、2019 年度（令和元年度）に 223t/年、2020 年度（令和 2

年度）に 137t/年、2021 年度（令和 3 年度、12 月まで）に 223t/年のバークが発生して

いる。多い月で 40t のバークが発生し、少ない月では 10t 以下の発生量である。 

また、バークは発生箇所で野積みされているため、外気温・湿度や天候の影響を大き

く受ける。バークの含水率も 30～60%と大きく変動していることがわかった。 

 

 

図 2-20 佐賀県森連木材共販所におけるバークの発生量推移 

 

以上の本市におけるバイオマス発生状況を踏まえて、令和 3 年度にはもみ殻とバー

クを有望バイオマス原料と選択し、実証試験を実施した。 
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2-3-2 もみ殻の性状 

（１） もみ殻の組成 

もみ殻の組成は、産出地域によって差が見られるが、平均的には表 2-2 に示す通り

である。もみ殻のかさ密度は 0.1kg/m3 と小さく、発熱量（低位）は約 3,600kcal/kg で

容積あたりの熱量が木質系バイオマスと比べて小さい。その組成には不燃性のシリカ

（SiO2）が 13～29%含まれている。 

 

表 2-2 もみ殻の組成[2-7] 

 

 

（２） もみ殻の燃焼灰の組成とクリストバライト生成 

もみ殻を完全燃焼すると SiO2含有率約 95%（wt%）の灰となるが、その性状は燃焼

方法によって以下のように異なる。 

⚫ 穏やかな条件で灰化（燃焼）させると、細胞構造がケイ酸質骨格として残るため

比表面積の大きな反応性の高い無定型シリカとなる。 

⚫ 燃焼温度が高くなると比表面積が減少し、クリストバライトなどの結晶が生成

する。 

⚫ もみ殻を高温炉に入れて急速に加熱すると灰粒子の中に未燃焼物が残存するの

で、600℃以上の燃焼では予め 500℃で 2 時間焼成した灰を使って組成分析を行

った結果を表 2-3 に示す。もみ殻灰の 93％wt%を SiO2が占める。 

 

表 2-3 もみ殻燃焼灰の組成[2-8] 

 

 

もみ殻灰の X 線回折結果を図 2-21 に示す。井上ら[2-8]によれば、熱処理温度が 700℃

(wt%)
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までは無定形のままであったが、800℃以上ではクリストバライトの生成がみとめられ、

900℃以上ではその回折線が著しく高くなったことが確認されている。 

井上らは、D.M.Ibrahim、J.James らの結果を踏まえて図 2-21 中の 2θ≒20 付近

のスペクトルがクリストバライトの(111)面と一致することにより結晶子サイズを求め、

700℃までは約 1nm、800℃以上では熱処理温度と共に大きくなっているとしている。

500℃で熱処理した灰の電子回折パターンがリング状を示していることから無定型も

み殻灰が 5nm 以下の微細クリストバライトからできていると報告している。 

 

 

図 2-21 もみ殻燃焼灰の X線回折結果[2-8] 

 

中田ら[2-9]によれば、800℃以上で燃焼したもみ殻灰中の SiO2 は非晶質であるが、2

～5μm の小さい粒子の約 20μm の集合体となっている。900℃以上の燃焼温度では灰

中の SiO2は、クリストバライトと少量のトリジマイトから成っている。灰中のカリウ

ムが SiO2 粒子表面を熔融して非晶質 SiO2 からクリストバライトへの結晶化を促進さ

せている。 

奥谷ら[2-10]によれば、800℃以上で燃焼したもみ殻はクリストバライトに結晶化し、

灰には SiO2（95.4wt%）と K2O（1.96wt%）が含まれ、燃焼灰中の 10.8%はクリスト

バライトに結晶化している。 

 

（３） クリストバライトの安全性 

もみ殻燃焼時の浮遊粉塵中の直径 7μm 以下の結晶性シリカは、発がん性があり規
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制されている。安全データ資料（SDS）[2-11]によれば、結晶質シリカ（クリストバライ

ト）によれば、生殖細胞変異原性、発がん性、および呼吸器への特定標的臓器毒性につ

いて健康に対する有害性が指摘されている。 

推奨使用上の制限では“クリストバライト分析用標準資料のみに使用できる”とされ

ている。なお、トリジマイトもクリストバライトと同様である。 

奥谷ら[2-10]によれば、4kg のモミガライトの 199min の燃焼による 3.8m3の燃焼ガス

の 7μm 以下の浮遊粉塵は 4.55mg であり、クリストバライトなどの結晶性シリカは含

まれていなかった。これは非晶質 SiO2 とカリウム（KCl、K2O）が共存している箇所

でクリストバライトが生成し、カリウムの作用で燃焼時に SiO2が熔融し、その後、凝

固するので浮遊粉塵になることは無いと考えられる。一方、もみ殻のまま流動床燃焼や

浮遊旋回流動床では、もみ殻粒子同士が衝突し、細かい粒子になり、クリストバライト

は浮遊粉塵に含まれると考えられる。 

 

2-3-3 樹皮（バーク）の性状 

（１） 樹皮（バーク）の組成と発熱量 

木質バイオマスの皮付き材の比重、樹皮率および材・樹皮別発熱量（絶乾ベース、無

水高位発熱量と同義）は以下の通り[2-12]である。樹皮率は固体、採取部位、生育地など

による変動が大きい。 

 

気乾比重 0.36～0.95 kg/m3 平均 630 kg/m3 

樹皮率 3.5%～27.2% 平均 11.9 % 

材部発熱量 19.35～21.0 MJ/kg 平均 19.81 MJ/kg 

樹皮発熱量 16.9～23.35 MJ/kg 平均 20.23 MJ/kg 

 

材部の化学組成は、主要 3 成分 C：:50%、H：6%、O：44%（N を除く）で樹種に

よる変動がほとんど無いが、樹皮にはタンニン、スべリン、ロウ、テルペン類、ポリフ

ェノール類、色素、アルカロイド、サポニンなど多くの物質が含まれて複雑である。阿

部氏の研究[2-12]による樹皮の主要 3 成分の平均値（試料数 n=38）は、C：47.81%、H：

5.59%、O：41.22%（N：0.72%）であり材部と大きな差は見られない。38 種の早生樹

およびその他の広葉樹の樹皮工業分析の平均値は、以下の通りである。 

 

水分 9.45％ 

灰分 4.13％ 

揮発分 73.27％ 

固定炭素 13.15％ 
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（２） 木質系バイオマスの燃焼灰の化学組成 

木質系バイオマスの燃焼灰の化学組成について、いくつかの文献から得られた結果

を以下に整理する。 

林産試だより[2-12]によると、 

⚫ 全木の燃焼灰は、重量ベースで原料の 1wt％であるが、樹皮込の燃料では数倍に

増加し、未燃の無機物は樹皮に多く含まれている。 

⚫ 無機物を主体とした燃焼灰は、水を混ぜると一部が溶解して強いアルカリ性と

高電気伝導度を示す。燃焼灰と水を 1：10 の比率で混合すると pH：12~13、電

気伝導度：10～20mS/cm 程度となる。 

 

高橋ら[2-13]による結果では、5 種の試料における燃焼灰の化学組成分析結果を以下の

ように整理している。これらの成分はいずれも肥料成分として利用できるものである。 

 

酸化マグネシウム 3～7wt% 

二酸化ケイ素 22～49wt% 

リン酸 2～5wt% 

酸化カリウム 12～23wt％ 

酸化カリシウム 14～27wt% 

酸化マンガン 1～5wt% 

酸化マグネシウム 3～7wt% 

 

重金属類については、ステンレスが使用されている燃焼装置からの燃焼灰において

酸化クロムが 0.1%以上検出され、一部の試料からは酸化ニッケルも検出された。しか

しアルミナ溶射した燃焼装置による燃焼灰での検出量は少なく、燃焼装置による影響

が考えられる。 

 

溝口ら[2-14]による結果を以下に示す。 

⚫ 樹皮ペレットの燃焼灰の化学組成と X 線回折結果を図 2-22 に示す。 

⚫ 杉の樹皮を一時破砕してロータリーキルンで乾燥した後、ハンマーミルでクリ

ンカ生成防止剤粉末を配合（MgOを原料のwt1%、灰分量に対して 25wt%相当）

して 1200℃で 2hr 保持した試料を使用。 

⚫ 燃焼灰の示差熱分析によると、1240℃で結晶物質が融解したと考えられる吸熱

ピークが現れている。これは結晶物質 K4CaSi3O9の融点に近い値である。 

⚫ 燃焼灰中には、もみ殻燃焼灰で問題となる SiO2が 18.8wt%が含まれている。 
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図 2-22 杉樹皮にクリンカ生成防止剤を配合したペレット燃焼灰組成と X線回折スペク

トル 

 

土屋ら[2-15]による結果を以下に整理する。 

⚫ 木質バイオマスとして利用が見込まれる主要木材を対象に灰中に含まれる無機

成分を定量するとともに溶出性を調べた。試料は以下の通り。 

・ 燃焼灰組成の測定では、針葉樹（スギ、アカマツ、カラマツ）と広葉樹（コ

ナラ、シラカバ、クリ）を対象に樹皮と木質部に分けて 6 樹種 15 サンプル

を 600℃で灰化。 

・ 溶出性能の測定では、針葉樹 3 樹種 8 サンプルを灰化。 

⚫ 木質灰に含まれる無機成分は、カルシウムとカリウムで全無機成分の 80%程度

を占め、木材と木質灰との成分比は概ね一致し灰化による大きな影響は見られ

ない。 

⚫ 環境省告示第 46 号に準拠した溶出試験の結果、8 サンプル中 6 検体で規制対象

となっているホウ素とセレンが土壌環境基準（基準値は1.0mg/ℓ、セレン0.01mg/

ℓ以下）の数十倍の高濃度で検出された。 

⚫ 溶出液中の主な陽イオンはカリウムとナトリウムである。 

 

（３） まとめ 

樹皮の燃焼に関するよる調査結果は以下の通り。 

⚫ 樹皮の発熱量は平均 20.23MJ/kg であり、材部（19.8MJ/kg）より若干多いが、

化学組成（C,H,O,N 量比）は材部と比べて大きな差がない。 

⚫ 樹皮には材部に比べて無機物の量比が多いため、樹皮燃焼灰分量は全木部より

数倍多くなる。 

⚫ 樹皮および材部の燃焼灰は、水と混ぜると ph12～13 の強いアルカリ性を示す。 

⚫ 樹皮および材部の燃焼灰の化学組成には各種の酸化物が含まれているが、何れ

も肥料成分として利用可能なものである。 



32 

 

⚫ 樹皮および材部の燃焼灰中の SiO2含有率が 22%～49wt%である。もみ殻燃焼灰

で見られた非晶質 SiO2の分析結果が報告されていないので、クリストバライト

生成の可能性は不明。 

⚫ 木質燃焼灰中の無機成分のうちホウ素とセレンが土壌環境基準の数十倍と検出

されている。その後の詳細検討は報告されておらず、詳細は不明。 

⚫ 樹皮および材部（未加工品）の燃焼灰中の六価クロム溶出量は 0.01mg/ℓ以下で、

「産業廃棄物に含まれる有害物質判定基準値」規制値（1.5mg/ℓ以下）より低い。 

⚫ 木質バイオマスの加工品であるペレットやおが粉などの燃焼灰中の六価クロム

溶出は、加工装置の材質であるステンレスに起因して多少溶出されているが、

「産業廃棄物に含まれる有害物質判定基準値」の規制値（1.5mg/ℓ以下）と同等

もしくはそれ以下である。 

⚫ 加工装置もしくは測定用燃焼皿のステンレスが高温となる条件では、ステンレ

スの高温腐食の影響により 3～3600mg/ℓ溶出する結果が得られ、規制値を大幅

に超える可能性がある。 
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2-4. バイオマスの調達について 

本施設の安定運用に必要なバイオマスの収集・運搬も含めた調達システムを検討する

ために、今年度有望バイオマスと想定したもみ殻とバークについて利用状況を調査した。 

 

2-4-1 現状の利用方法、状況 

（１） もみ殻 

前述のとおり、本市において 11 か所の CE があり、合計で年間約 4,000 t のもみ殻

が発生している。 

これらのもみ殻は畜産農家における敷料、暗渠に充填する疎水材、土壌改良剤などに

用いられている。CE で発生したもみ殻は、もみ殻タンクが一杯になる前に収集・利用

している業者が引き取っている。もみ殻を引き取る業者は県内では杵島郡白石町や嬉

野市、県外では福岡県糸島市や長崎県島原市と広域に存在する。 

図 2-18 で示した本施設ともみ殻やバークの発生箇所に、もみ殻やバークの利用先を加

えて図 2-23 に示す。 
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図 2-23 本施設を中心としたもみ殻およびバーク発生箇所に利用箇所を加えたもの 

（数字の 1は本施設、2～12はもみ殻発生箇所、13,14はバーク発生箇所、15～18はもみ

殻利用箇所、19はバーク利用箇所） 

 

CE からほとんどの引き取り先の距離は本施設までの距離に比べて遠いため、輸送に

関わる CO2の発生量で考えると、本取り組みにメリットが出ることが予想される。 

表 2-4 にもみ殻の調達先を本施設に変更した場合の CO2排出削減量算出結果を示す。

算出にあたっては改良トンキロ法[2-16]の原単位を用い、輸送方法は 4t トラックに 1.2 t

のもみ殻を積載した実際の調達の結果を適用した。 

表から明らかなように、これまでもみ殻の輸送のために 1 t あたり 3.2～45kg の CO2

が排出されていたものが、2.0～7.2kg に低減される。 

CE から排出される年間 4,000 t のもみ殻の内、10%の 400 t を本施設に導入した場

合、合計で 8.7 t/年の CO2排出量が削減できると試算された。 
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表 2-4 もみ殻の輸送に関わる CO2排出量の試算 

 

 

次に、嬉野市にあるもみ殻の引き取り先の一つを視察し、利用状況などをヒアリング

した。この業者は CE にてもみ殻が発生する秋頃から自社の保管場所（図 2-24）にも

み殻を集約し、長崎県島原市を主とする畜産農家にもみ殻を販売している。 

 

 

図 2-24 もみ殻の保管状況 

 

また、一部のもみ殻については自社の炭化装置でくん炭（図 2-25）を製造し、土壌

改良剤として JA などに販売している。 

 

名前 もみがら発生
量（トン/年）

清掃工場との
距離（km）

CO2排出量
（kg/トン）

現状引き取り
先

現状輸送距離 CO2排出量
（kg/トン）

CO2排出削減
量（kg/年）

佐城北部  大和CE 163 5.2 2.40 糸島市 44.2 20.38 293.1

 久保田CE 434 15.2 7.01 白石町 29.6 13.65 288.2

 東与賀CE 580 13 5.99 島原市 93 42.88 2139.6

 川副中部CE 1027 13.7 6.32 嬉野市 44.3 20.43 1449.1

 北部CE 230 5.3 2.44 白石町 29.6 13.65 257.7

久保泉南部RC 107 4.3 1.98 白石町 29.6 13.65 124.8

嘉瀬CE 322 9.6 4.43 島原市 90.1 41.55 1195.3

 本庄CE 271 9.1 4.20 島原市 92 42.42 1035.9

西与賀RC 165 11.4 5.26 諸富町 7 3.23 -33.5

 東部CE(北川副) 341 12.5 5.76 島原市 97.5 44.96 1336.6

 諸富町CE 454 15.7 7.24 嬉野市 44.3 20.43 598.7

10%（409トン）調
達すると想定 8,686

佐城南部

佐城中部
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図 2-25 くん炭 

 

ヒアリングの結果、2021 年度はもみ殻の発生量が少なく、収集に苦労しているとの

ことであった。もみ殻を本施設に導入するにあたって、現状の利用を妨げないように、

発生量と余剰量をよく把握することが必要であることがわかった。 

 

（２） バーク 

表 2-5 にバークの調達先を本施設に変更した場合の CO2排出削減量算出結果を示す。

算出にあたっては前述と同様に改良トンキロ法[2-16]の原単位を用い、輸送方法は 4t ト

ラックに 2.2 t のバークを積載した実際の調達の結果を適用した。なお、木材供給セン

ターのバークは現在引き取り手がいないため、仮に共販所と同じく伊万里に提供する

ことを想定した。 

表から明らかなように、これまでバークの輸送のために 1 t あたり 15kg 程度の CO2

が排出されていたものが、6.6 kg 以下に低減される。 

本市で発生する年間 1,150 t のバーク全量を本施設に導入した場合、合計で 11 t/年

の CO2排出量が削減できると試算された。 
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表 2-5 バークの輸送に関わる CO2排出量の試算 

 

 

次に、伊万里市にあるバークの引き取り先である中国木材のバイオマス発電所を視

察した。当該発電所は出力 9,850kW で、年間 9 万 t の木質バイオマスを原料としてい

る。原料の内、50～55%はバークや端材であり、その内 2 割が近隣の木材事業協同組合

から調達したバーク、1 割は社内で発生する端材で残りは外部からの調達である。 

 

 

図 2-26 バークの保管状況 

（奥の色が濃いものがバークで手前はチップ） 

 

当該設備に対する本市からのバークの寄与はわずかであるが、本施設での利用にあ

たっては、現状の利用を妨げないよう気を付ける必要がある。 

 

2-4-2 実証試験用バイオマス原料の調達 

以上の原料の調査結果に基づき、今年度の本施設におけるバイオマスと燃えるごみ

の混焼実証試験に向けて、もみ殻を調達した。 

調達の様子を図 2-27 に示す。もみ殻は 4 t トラックで調達し、積載した量は 1.2 t で

あった。輸送効率を向上させるにはもみ殻の密度を向上させる必要があるが、密度を上

げるためのブリケット化などはコストがかかるため、短い輸送距離の調達先に対して

バーク発生量
（トン/年）

清掃工場との
距離（km）

CO2排出量
（kg/トン）

現状引き取り
先

現状輸送距離 CO2排出量
（kg/トン）

CO2排出削減
量（kg/年）

佐賀県森連木材共販所 250 5.1 1.44 伊万里 54.8 15.51 3,516

富士大和森林組合 佐賀市
木材供給センター 900 23.2 6.56 伊万里 53.9 15.25 7,818

すべて調達すると想定 11,334
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改質コストなどをかけることは現実的ではない。 

 

 

（a）カントリーエレベーター内のもみ殻の保管 

 

 

（b）トラックへのもみ殻の積み込みの様子 

 

 

（c）もみ殻の運搬の様子 

図 2-27 もみ殻調達の様子 
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本事業において調達したもみ殻の量の実績を図 2-28 に示す。もみ殻は本事業の開始

以降、2021 年 12 月 8 日から 2022 年 2 月 24 日まで総量で 146 t 調達した。CE から

本施設までのトラック往復回数は距離や排出量など状況によって異なるが 2～5 回/日

で、2～6 t の調達量であった。2022 年 2 月からは 4t トラックでの調達に加えて、10t

トラックでも調達を行った。一回あたりの輸送量は 4t トラックで 1.2t、10t トラック

で 2.7t であった。 

本施設が 2 炉運転した場合、200t/日の処理量であるため、最大 3%程度の混合量と

なる。今回の実証試験では 1 炉のみに混焼を行っているため、6%程度の混合量となる。

6 t/日の調達を本施設の稼働時期にあわせて 340 日/年実施した場合、2040 t/年のバイ

オマス調達量となるため、調達システムは本方法に近いものになると考えられる。 

また、2022 年 2 月 18 日から 3 月 2 日までは 3 日間の合計で 41 t のバークを調達し

た。調達量実績を図 2-29 に示す。一回あたりの輸送量は 4t トラックで 2.1t、10t トラ

ックで 3.1t であった。 
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図 2-28 もみ殻調達実績 
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図 2-29 バーク調達実績 
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調達したバイオマスの混合結果を示す。ごみピットでの混合方法については第 3 章

で説明するが、一部の混合原料を分取して、もみ殻の混合量を分析した。 

図 2-30 は混合したごみの分取状況、表 2-6 は混合ごみ中のもみ殻割合分析結果で

ある。 

 

 

(a)分取したごみ 

 

(b)分取したごみ（拡大） 

 

(c)もみ殻を分別 

図 2-30 もみ殻と燃えるごみの混合物分析状況 

 

今回の試験分析ではもみ殻の混合割合は重量で 3%であったが、今後の実証試験では

混合割合を変化させる計画などを予定している。 
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表 2-6 もみ殻と燃えるごみの混合物分析結果 
 

重量（g） 体積（m3） 重量比 体積比 

もみ殻 304 0.002 3% 2% 

もみ殻以外 10,800 0.118 97% 98% 
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2-5. バイオマス混焼の法規制について 

2-5-1 現状の取り組み 

本市におけるバーク（樹皮）、竹、もみ殻といったバイオマス利用の状況（平成 24 年

度）は表 2-7 のとおりとなっている。 

 

表 2-7 バイオマス利用の状況（2012年度(平成 24年度)）[2-3] 

バイオマス 変換・処理方法 利用・販売 利用率 

廃棄物系バ

イオマス 

製材工場等

残材 

バ ー ク （ 樹

皮） 

植栽基盤材 有償引取 32% 

その他 

 

ご み （ 木 、

竹、わら類） 

サーマルリサイ

クル 

発電・熱利用 77% 

未利用バイ

オマス 

農業系 もみ殻 蓄産敷料、マル

チ材等 

農地還元、無

償譲渡 

99% 

 

バークの利用率が 32%と他バイオマスと比較して低いが、これは年間を通した安定

的な供給が困難であること、収集体制が確立していないこと、利用に際し採算性の確保

が困難であるためである。主に植栽基盤材で有償引取されるなどしている。一方、もみ

殻の利用率は 2012 年度においては 99%と非常に高くなっており、その多くは鋤き込

みや粗飼料など農業用途に利用されていた。ただし近年では、JA 佐賀県農業協同組合 

佐城エリア 佐城北部宮農経済センターによると、もみ殻の処理に悩む事業者からの

処理相談も多いと聞く。 

 

このような処理が難しい廃棄物系バイオマスや未利用バイオマスを一般廃棄物処理

場である本施設で受け入れることができるのかという点について整理する。 

まず、本施設で処理できるものは以下の表 2-8 のとおりである。 

 

表 2-8 本施設で処理できるもの[2-17] 

区分 内容 

燃えるごみ ・一般家庭から排出される生ごみ、木くず、廃プラスチック及び再生不可能

な紙くず並びにこれらと質的に同等なもの 

・事業活動から排出される一般廃棄物で、一般家庭から排出されるものの

処理に支障のない質及び量のもの 

燃えないごみ ・一般家庭から排出される金属類、陶磁器、ガラス製品及び小型電化製

品並びにこれらと質的に同等なもの 

・事業活動から排出される一般廃棄物で、一般家庭から排出されるものの

処理に支障のない質及び量のもの 
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資源物 ・一般家庭から排出されるビン・缶類、紙・布類及びペットボトル 

・事業活動から排出される一般廃棄物で、一般家庭から排出されるものの

処理に支障のない質及び量のもの 

廃食用油 ・一般家庭から排出される植物性油 

・事業活動から排出される植物性油で、一般家庭から排出されるものの処

理に支障のない質及び量のものとして、市長が搬入を認めるもの 

電池類 ・一般家庭から排出される乾電池、コイン電池、ボタン電池、充電式電池

（モバイルバッテリー含む）及び電池一体型３品目（電気シェーバー、電動

歯ブラシ、電子タバコ） 

蛍光管・水銀体温

計等 

・一般家庭から排出される蛍光管及び水銀体温計 

粗大ごみ ・一般家庭から排出されるもので市が指定する指定袋に入らない大きさの

大型家具、寝具、電化製品及び自転車並びにこれらと質的に同等なもの 

・事業活動から排出される一般廃棄物で、一般家庭から排出されるものの

処理に支障のない質及び量のもの 

動物の死体 ・犬、猫及びこれらに類する小動物の死体。ただし、畜産業から排出され

る死体（産業廃棄物）を除く。 

 

一方で、本施設において、処分できないものは以下表 2-9 のとおりである。 

 

表 2-9 本施設において処分できないもの[2-17] 

区分 内容 

処理困難物 有害性のあるもの 

危険性のあるもの 

著しく悪臭を発するもの 

ガスボンベ類、石油類、火薬類、

農薬、塗料、バッテリー、工業薬

品、在宅医療に伴う針類等 

その他の適正処

理が困難なもの 

タイヤ、自動車（部品を含む）、バイク（50㏄超のもの）、耐火金

庫、ピアノ、仏壇、消火器、薬品類、建築廃材、塩化ビニール製

品、木の根、土砂類等 

排出禁止物 一般廃棄物のうち、再生資源の

利用促進を図るため、再生利用

の必要が認められるもの 

パーソナルコンピュータ、パソコ

ン用モニター 

家電４品目（テレビ、エアコン、

洗濯機、冷蔵庫等） 

特別管理一般廃

棄物 

一般廃棄物のうち、爆発性、毒性、感染性その他の人の健康又は生

活環境に係る被害を生ずるおそれがある性状を有するものとして政

令で定めるもの 

産業廃棄物 事業活動から排出される燃え殻、廃油、廃アルカリ、廃プラスチッ
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ク類等その他法令で定めるもの。ただし、市長が搬入を認めるもの

を除く。 

 

産業廃棄物については、本施設においては処理することができないとされているが、

廃棄物処理法第 11 条には以下のように記載されている。 

 

（事業者及び地方公共団体の処理） 

第十一条  事業者は、その産業廃棄物を自ら処理しなければならない。 

２  市町村は、単独に又は共同して、一般廃棄物とあわせて処理することができる産業

廃棄物その他市町村が処理することが必要であると認める産業廃棄物の処理をその事務と

して行なうことができる。 

３  都道府県は、産業廃棄物の適正な処理を確保するために都道府県が処理することが

必要であると認める産業廃棄物の処理をその事務として行うことができる。 

 

産業廃棄物は、まず第 1 項にあるとおり排出事業者が自ら処理するのが基本原則で

あるが、それができない排出事業者については、処理業者等への処理委託が認められて

いる。次に、第 2 項にあるとおり市町村は、一般廃棄物とあわせて処理することができ

る産業廃棄物の処理を事務として行うことができるとあるため、バーク（樹皮）、竹、

もみ殻といった産業廃棄物（廃棄物系バイオマス、未利用系バイオマス）と一般廃棄物

をあわせて本施設において処理することができると考えられる。 

本市においては、今後、バーク（樹皮）、竹、もみ殻といった産業廃棄物（廃棄物系

バイオマス、未利用系バイオマス）を事業者から受け入れるため、本市条例や一般廃棄

物処理基本計画の整理・改正等を検討する必要がある。 

 

2-5-2 プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（プラスチック資源

循環促進法） 

（１） 背景 

プラスチックごみ問題、気候変動問題、諸外国の廃棄物輸入規制強化等への対応を契

機として、国内におけるプラスチック資源循環を促進する重要性が高まっている中で、

政府は、2019 年 5 月に図 2-31 に示す「プラスチック資源循環戦略」 （2019 年 5 月

31 日消費者庁・外務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・

国土交通省・環境省）を策定し、3R＋Renewable の基本原則と、6 つの野心的なマイ

ルストーンを目指すべき方向性として掲げた。 
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図 2-31 プラスチック資源循環戦略の概要[2-18] 

 

2021 年 6 月には、プラスチック使用製品の設計からプラスチック使用製品廃棄物の

処理まで、プラスチックのライフサイクルに関わるあらゆる主体におけるプラスチッ

クの資源循環の取組を促進するための措置を盛り込んだ「プラスチックに係る資源循

環の促進等に関する法律」が成立した。 

 

（２） 主な措置内容 

プラスチックの資源循環の促進等を総合的かつ計画的に推進するため、「プラスチッ

ク廃棄物の排出の抑制、再資源化に資する環境配慮設計」、「ワンウェイプラスチックの

使用の合理化」、「プラスチック廃棄物の分別収集、自主回収、再資源化等」の事項等に

関する基本方針が策定された。図 2-32 に個別の措置事項、図 2-33 に制度の概要を示

す。 
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図 2-32 個別の措置事項[2-18] 

 

 

図 2-33 制度の概要[2-18] 
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（３） 法律施行による主な影響 

本市におけるプラスチックごみの分別イメージを図 2-34 に示す。本市においては

2003 年（平成 15 年）以降、ペットボトルを除いたトレイ、発泡スチロール、プラスチ

ック製品、菓子袋は燃えるごみとして分別している。プラスチック資源循環促進法施行

後はプラスチックごみを分別して収集する必要があり、本市においては 2024 年（令和

6 年）以降、ペットボトル、トレイ、およびプラスチック製品・プラ製容器包装に分別

されるイメージを掲げている。 

このように、これまで燃えるごみとして処理していたプラスチックごみを分別して

収集する必要があることから、本市においては、分別の方法、収集事業者の選定、中間

処理施設（減容、保管施設）の建設、市民への周知といったことを検討する必要がある。 

 

 

図 2-34 法施行後の本市における分別イメージ[2-19] 
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第3章 バイオマス混焼による実証試験 

3-1. 混焼計画 

3-1-1 混焼計画 

本施設においてバイオマスを混合導入するときのプラントへの影響と受け入れ可能

割合について、本施設内の設計、運転および定期補修を行っている荏原環境プラント㈱

との協議を行い、実証試験の計画を策定した。 

 

計画項目 内容 

混焼対象炉 1 号炉 

混焼バイオマス もみ殻、樹皮（バーク）※ 

投入量 5t/日 

混焼割合 5% 

混焼時間 24 時間 

分析項目 ごみ質測定分析 

蛍光 X 線分析（主灰、飛灰） 

評価項目 バイオマス投入方法（ハンドリング） 

燃焼管理 

・排ガス温度 

・排ガス組成 

・ボイラ蒸気圧力 

・蒸気流量 

・発電電力量 

各種分析結果 

※2022年度以降混焼予定であるが調達状況により先行実施 
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3-2. 実証と影響評価 

3-2-1 実証の実績 

（１） 混焼前炉内確認 

混焼前後の炉内状況を比較するため、混焼を実施する 1 号炉の混焼前の内部確認お

よび灰のサンプリングを実施した。なお、混焼後の炉内確認は 2022 年度の定期修繕工

事にあわせて実施予定である。 

蒸気式スートブロワの稼働範囲内の水管はドレンアタックにより摩耗しており保修

の跡がみられる。 

 

 

図 3-1 1号炉スーパーヒーター下部 

 

 

図 3-2 1号炉#2スートブロワ周辺水管 
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図 3-3 1号炉サンプリング灰（スーパーヒーター入口） 

 

（２） もみ殻投入・ハンドリング性能確認 

一般ごみ搬入口からごみピットへもみ殻を投入し、一般ごみと攪拌の後、1 号炉へ投

入するハンドリング性能について確認を行った（図 3-4～図 3-7）。また、図 3-8 と図 

3-9 にはバークのごみピットへの投入の様子を示す。 

 

 

図 3-4 もみ殻投入状況 

 



54 

 

 

図 3-5 もみ殻クレーン掴み状況 

 

 

図 3-6 もみ殻・一般ごみ攪拌状況 
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図 3-7 もみ殻・一般ごみ 1号炉投入状況 

 

 

 

図 3-8 バークのごみピットへの投入状況（その 1） 
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図 3-9 バークのごみピットへの投入状況（その 2） 

 

（３） もみ殻投入実績 

2021 年 12 月 22 日～2022 年 2 月 28 日までに、もみ殻を 156t 投入しクレーン投入

回数は 1,678 回であった。また、2022 年度の実証に先立ち、2022 年 2 月 18 日～2 月

26 日までに 16t のバークの投入を実施した。 

 

表 3-1 もみ殻投入実績 

投入炉 投入開始日時 投入完了日時 投入量 t 投入回数 

1号炉 2021年12月22日（水）10:35 12月23日（木）8:16 5.98t 49  

1号炉 12月23日（木）13:49 12月24日（金）5:22 3.42t 39  

1号炉 12月24日（金）13:04 12月25日（土）3:12 3.30t 37  

1号炉 2022年 1月5日（水）10:01 1月6日（木）5:04 5.63t 41  

1号炉 1月6日（木）13:55 1月7日（金）3:09 3.40t 28  

1号炉 1月7日（金）13:04 1月8日（土）6:31 3.33t 37  

1号炉 1月12日（水）10:25 1月13日（木）20:30 7.80t 68  

1号炉 1月14日（金）13:15 1月15日（火）5:19 3.58t 32  

1号炉 1月19日（水）10:22 1月20日（木）11:53 8.20t 50  

1号炉 1月20日（木）13:11 1月21日（金）12:38 3.89t 49  

1号炉 1月21日（金）13:09 1月22日（土）7:41 3.35t 41  

1号炉 1月26日（水）10:14 1月31日（月）5:26 27.87t 227  

1号炉 2月2日（水）10:12 2月19日（土）21:25 69.08t 800  

1号炉 2月24日（木）13:17 2月28日（月）7:40 7.81t 180  

合  計 156.64t 1,678  
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表 3-2 バーク投入実績 

投入炉 投入開始日時 投入完了日時 投入量 t 投入回数 

1号炉 2022年 2月18日（金）14:00 2月20日（日）15:04 6.04  95  

1号炉 2月25日（金）16:22 2月26日（土）20:01 10.53  53  

合  計 16.57  148  

 

3-2-2 実証の評価 

（１） バイオマス投入方法（ハンドリング）について 

⚫ 給塵装置にもみ殻を含んでいる戻りごみ量が大幅に増加。 

⚫ 戻りごみの捨て回数が 1 日 1 回→3 回に増加。 

⚫ ごみピットレベルが高い日はもみ殻を仮置き（分別）しにくい。 

⚫ もみ殻は掴みにくい（バケットの爪の間からこぼれる）。 

⚫ 一般ごみと一緒に掴む必要があるためもみ殻の搬入量を把握できない。 

⚫ もみ殻がホッパーステージに飛散し清掃に時間を要する。 

 

（２） 燃焼管理について 

⚫ 混焼前後において排ガス温度、排ガス流量、ボイラ蒸気圧力、蒸気流量の変化は

見られなかった。 

 

図 3-10 混焼前後運転データ（煙突排ガス流量/1号炉排ガス温度） 
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図 3-11 混焼前後運転データ（1号炉高圧蒸気圧力/流量/発電電力量） 

 

⚫ 混焼時 No.1 バグフィルタ出口 CO 濃度が高く推移すると同時に CO2 濃度も上

昇する場合が見受けられたが、もみ殻に加え搬入ごみも混ざっていることから、

ごみ切れにより燃焼が安定せず CO 濃度が上がりやすい状況であったことが推

察される。 
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図 3-12 混焼前後運転データ（No.2バグフィルタ出口 CO濃度/O2濃度/ CO2濃度） 

 

⚫ 炉内クリンカの急成長（短期間）は無く通常通りであった。 

⚫ バグフィルタパルス（洗浄）回数の増加もなく無く通常通りであった。 
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⚫ 燃焼灰（主灰、飛灰）のサンプリングを実施した結果、もみ殻混焼時の飛灰サン

プルが少し黒っぽくなっており、2 次燃焼室（再燃焼室）での燃焼が充分に行わ

れていない可能性があることが分かった。 

 

 もみ殻混焼有り もみ殻混焼無し 

主
灰 

  

飛
灰 

  

図 3-13 燃焼灰サンプル（主灰、飛灰） 

 

3-2-3 各種分析結果 

（１） ごみ質測定分析について 

⚫ 混焼時のごみ質測定分析を 2 回（2021 年 12 月 10 日、2022 年 1 月 7 日）実施

し、ごみの組成分析からバイオマス（混焼）割合、灰分および低位発熱量（計算

値）について定量的に把握した。 
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表 3-3 ごみ質測定分析結果（採取日：2021年 12月 10日） 
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図 3-14 ごみ質状況（採取日：2021年(令和 3年)12月 10日） 
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図 3-15 ごみ質状況（採取日：2021年(令和 3年)12月 10日） 
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表 3-4 ごみ質測定分析結果（採取日：2022年 1月 7日） 

 

  

（もみ殻含む） 

（もみ殻含む） 
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図 3-16 ごみ質状況（採取日：2022年 1月 7日） 

 

（２） 灰分析結果について 

⚫ 混焼前後の燃焼灰（主灰、飛灰）の蛍光 X 線分析を 2 回実施し、混焼前後の灰

組成の大きな差異は見られなかった。 
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表 3-5 飛灰分析結果（採取日：2021年 12月 25日、もみ殻混焼無し） 
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表 3-6 飛灰分析結果（採取日：2021年 1月 8日、もみ殻混焼有り） 
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表 3-7 主灰分析結果（採取日：2021年 12月 25日、もみ殻混焼無し） 
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表 3-8 主灰分析結果（採取日：2021年 1月 8日、もみ殻混焼有り） 
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3-3. スートブロワの変更 

3-3-1 目的 

現在、本施設内のボイラ伝熱面に付着する煤やダストを除去し、ボイラの熱交換効率

を維持する目的として、高圧の蒸気を使用する「蒸気式スートブロワ」を設置し運用を

行っている。今後、熱回収量をアップする（創エネ）ために、蒸気式から圧力波式への

方式変更を検討し、実証試験を行うことを計画している。 

スートブロワの方式変更には、圧力波式と炉形式とのマッチングやすす吹き効果が

最大となる配置プランの検討が必要になり、バイオマス混焼の影響も踏まえると、もみ

殻はシリカ成分が多く、一般的な都市ごみと比較しても灰分の割合が高いため、本事業

による両者の技術実証が不可欠である。 

これら実証試験等を通じて、「もみ殻混焼×圧力波式スートブロワ」の導入等実現可

能性について幅広く検証し、実用化のノウハウを構築することによって全国への水平

展開を図ることを目的としている。 

 

3-3-2 蒸気式スートブロワ（現状）の仕様 

本施設における蒸気式スートブロワの数は、1 炉当り 11 基、3 炉合計すると 33 基で

あり、年間に使用する蒸気量は熱量 4,777GJ であることから、蒸気を使用しない圧力

波式スートブロワへの方式変更によるプロセス蒸気の削減により年間 4,777GJ の創エ

ネが見込まれることとなる。 
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図 3-17 ボイラ構造図（スートブロワ設置個所） 
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3-3-3 スートブロワ方式の比較 

 

方式 蒸気式 圧力波式 

イメージ図   

機能 ボイラにて発生した高圧蒸気をボイラ

水管に吹き付け煤、ダストを除去 

燃焼シリンダー内のメタンガス燃焼時

に発生する圧力波（衝撃波）による衝撃振

動により煤、ダストを除去 

メリット ･歴史的に確立された技術（方式）であ

り信頼性が高い 

･従来蒸気の不要により、蒸気の有効利

用が可能（創エネ効果） 

･蒸気式に比べクリーニング効果が高

い 

･ドレンアタックによるボイラチュー

ブの摩耗が無い 

･従前モデルにおいて日本で190基以上

（20 か国以上で 700 基以上）の実績有 

デメリット ･ボイラ高圧蒸気を使用することによ

り発電効率が低下 

･ドレンアタックによるボイラチュー

ブの摩耗 

･方式変更に伴いボイラの改造が必要 
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3-3-4 実装および効果の確認 

（１） スートブロワの設置計画 

⚫ 混焼を実施する 1 号炉内において、水管の煤、灰付着が著しいスーパーヒータ

ー部に圧力波式スートブロワ 1 基設置することを計画。 

⚫ 専用の取り付け口が無いため、2022 年度実装計画において点検用のアクセスド

アを改造し設置する予定である。 

⚫ ボイラ構造への影響および既設制御システムへの影響、改造を検討するため、ボ

イラ設計を行った荏原環境プラント㈱および三菱重工パワーインダストリー㈱

（旧バブ日立）と 2022 年度の実証に向け協議中である。 

⚫ 蒸気式に比べ、圧力波式の効果は広範囲に渡るため、今後、全スートブロワを蒸

気式から圧力波式に変更することでボイラ効率の向上につながる可能性がある。 

 

 

 

図 3-18 圧力波式スートブロワ位置 

 

設置位置 

（アクセスドア） 
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図 3-19 1号炉アクセスドア 

 

 

図 3-20 1号炉アクセスドア 
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図 3-21 圧力波式スートブロワ設置イメージ 

 

（２） スートブロワ主要仕様 

 

項  目 内  容 

型式 SPGr10 

製造者 Explosion Power 社 

三國機械工業株式会社（特約代理店） 

燃焼シリンダー容量 約 10L 

爆発時圧力 ～280bar（4 段階調整可能） 

ガス消費量(＠圧力波 1回) メタン：9～16g、空気：162～297g、窒素：4g 

重量 350kg 

数量 1 基 
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図 3-22 圧力波式スートブロワ本体製作図 
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（３） スートブロワ本体完成状況 

 

 

図 3-23 圧力波式スートブロワ本体 

 

（４） 実装計画について（2022年度以降） 

⚫ 本年度製作済みの圧力波式スートブロワ付帯設備として、制御盤および調整ユ

ニットを製作しボンベ類（窒素、メタン、空気）とともに設置する予定。 

⚫ 圧力波スートブロワ稼働による蒸気の削減量や創エネ量を運転データから試算

予定。 
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図 3-24 圧力波式スートブロワ本体および付帯設備フロー図 
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第4章 熱供給方法の検討 

4-1. 本施設からのエネルギーの利用について 

本施設は、平成 15 年 3 月より運転を開始しているが、立地先の選定過程では、地域住

民からの合意形成を得るために、様々な努力を重ねてきた。 

現在においても、ごみ処理施設としての拒否感や嫌悪感、処理過程で発生する排ガス等

による環境汚染など地域住民との共存のため、細心の注意を払い運転を継続している。 

一方で、本施設は防災拠点機能や地域のエネルギー供給拠点機能としての側面も有し

ており、地域と連携した施設の整備計画の立案や地域エネルギー政策の立案が求められ

ている。 

本施設から生み出されるエネルギーは、本市における地域エネルギー政策において、地

域の特性に応じてその価値を活かすことができるエネルギー源の一つとして捉えること

ができ、本施設のエネルギーを有効活用することで環境的な貢献、経済的な貢献に加え住

民生活の向上に寄与することができると考えている（図 4-1 参照）。 

本事業において、バイオマス資源を混焼した際のエネルギー回収量の変化を把握し、既

存設備と新規熱需要家の連携策など熱供給計画の策定につなげることを目標に実施する。 

 

 

図 4-1 本施設のエネルギー供給拠点イメージ 
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4-2. 調査における指標 

熱利用についての整理項目は、以下を基本とし、2019 年度から実証事業期間中のデー

タを収集・整理する。また、必要に応じてその他の指標も加えることとする（表 4-1 参

照）。 

 

表 4-1 調査における指標 

整理項目 確認事項・指標等 

□電力供給の現況や地域貢献効

果等  

電力量データ（発電、所内消費、送電の実績。MW h/

年）発電効率、CO2削減効果、地域への貢献度等  

□熱供給の現況や地域貢献効果

等  

熱供給量データ（内部利用量、外部供給量等の実績。

GJ/年）熱利用率、CO2削減効果、地域への貢献度等  

□燃料供給の現況や地域貢献効

果等  

燃料供給量データ（生産量、外部供給量等の実績。

GJ/年）熱利用率、CO2削減効果、地域への貢献度等  

□電力、熱、燃料等を総合したエ

ネルギー供給全体の現況や地域

貢献効果等  

エネルギー回収率（発電効率＋熱利用率）、CO2削減

効果地域への貢献度等  

 

4-3. 熱供給の現状調査 

4-3-1 現在の熱供給状況 

本施設からの熱供給の現状を図 4-2 に示す。 

 

 

図 4-2 現在の熱供給状況 
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①健康運動センターへは高温水を供給。 

②ゆめファーム SAGA へは低圧蒸気を供給。 

③アルビータへの熱供給はなし。 

 

4-3-2 ゆめファーム SAGA 

JA 全農が展開する高度環境抑制型園芸施設の設備概要を表 4-2、外観を図 4-3 に示

す。 

 

表 4-2 ゆめファーム SAGA施設概要 

項目 内容 

施設 
ダッチライト型鉄骨ハウス（硬質フィルム展張） 

間口 8ｍ×14 連棟 奥行 84ｍ 軒高 5ｍ 

面積 

施設面積 10,176 ㎡ 

（土耕区 4,704 ㎡ ロックウール区 4,704 ㎡ 管理室 768 ㎡ 

栽培面積 8,650 ㎡ 

（土耕区 4,130 ㎡ ロックウール区 4,400 ㎡） 

設置時期 2019 年(令和元年)12 月 

要員体制 常駐職員：4 名 パート：18 名（2021.9 時点） 

特徴 

・土耕栽培とロックウール養液栽培の営農モデルの実証 

・清掃工場より供給の余熱と CO2を利用 

・最新の天窓材、カーテン駆動装置を導入 

・Ridder 社製環境・潅水制御装置 HortiMaX の導入 

栽培品目 きゅうり専作 

 

 

図 4-3 ゆめファーム SAGA外観 
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4-3-3 健康運動センター（温水プール） 

健康運動センターの設備概要を表 4-3、温水プールと健康運動センター外観を図 4-4

に示す。 

 

表 4-3 健康運動センター（温水プール）の施設概要 

項目 内容 

面積 

施設面積(屋内・屋外） 90,575.45 ㎡ 

施設延床面積 4769.23 ㎡(健康運動館) 

         431.78 ㎡(サッカー・ラグビー場管理棟) 

温水プール    460 ㎥(25m プール） 

                150 ㎥(可動床プール(流水プール)) 

                 7.5 ㎥(子どもプール) 

                   6 ㎥(ジャグジー) 

整備時期 
2004 年(平成 16 年)：健康運動館 

2014 年(平成 26 年)：サッカー・ラグビー場 

熱交換器 

給湯用（プレート式×2 基 120℃→80℃、1 次側 172L/min

（10.32kL/h）） プール・浴室用 

   （プレート式×1 基 120℃→80℃、1 次側 448L/min

（26.88kL/h））  

冷凍機用（プレート式×1 基 120℃→100℃） 

 暖房用（プレート式×1 基 120℃→80℃）  

※2021 年 8 月の記録的大雨の影響で浸水し、設備復旧中のため復旧

前の情報を記載 

 

 

図 4-4 温水プールと健康運動センター外観 
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4-3-4 熱供給の現状把握および動向整理 

今回の調査では、実施内容と調査状況を表 4-4 に示す。 

具体的な調査状況は、表 4-5、表 4-6、表 4-7、表 4-8 に示す。 

 

表 4-4 実施内容および調査状況 

実施内容 状調査況 

事業の持続性の確保のために

必要な本施設周辺の熱需要家の

需要パターン分析を行い、導管に

よるオンライン方式の熱供給に

関する合理性、効率性、有効性の

検証を行うこと。 

本施設の「高圧蒸気」「低圧蒸気」「高温水等」の

形態別エネルギー利用の状況について、至近年から

実証事業期間におけるデータを図表やグラフ等に

整理し、現状の利用量を把握のため、継続調査中で

ある。 

また、2022 年度からは、スートブロワを蒸気式

から圧力波式へ変更することから、変更に伴う蒸気

量の変化を比較するためのデータ整理を行う。 

熱供給先の新規開拓、熱供給方

法について検討すること。 

各エネルギーの回収・利用設備はボイラ、タービ

ン発電機、高温水発生装置等を想定し、蒸気発生量

に対する全体利用量のほか、熱や電力といったエネ

ルギー形態毎の利用状況を把握するため継続調査

中である。 

熱供給方法については熱供給

配管のみならず、トランスヒート

コンテナなどオフラインでの方

法も比較・検討し、CO2削減コス

トなど費用対効果を確認するこ

と。 

熱エネルギーの有効利用の観点から 、低温排熱

や未利用熱の利用に関しての課題を整理するため、

継続調査中である。あわせて、オンライン、オフラ

インにおける熱供給方法に関する比較検討を行い、

CO2 削減コストなどの費用対効果について確認す

るため、継続調査中である。 

本施設の廃棄物処理事業、廃棄

物エネルギー供給事業を持続可

能なものとするために、廃棄物エ

ネルギー(熱、電力、CO2)の最適な

価格帯を検証し事業性を確認す

ること。 

抽出した蒸気を発電へ用いた場合と熱エネルギ

ーとして供給した場合の相関関係を経済性も含め

比較し適切な割合と価格帯について検討中である。 
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表 4-5 エネルギー回収の状況 

 

 

表 4-6 エネルギー利用の状況 
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表 4-7  外部供給可能エネルギー 

 

 

表 4-8 蒸気利用の状況 
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4-3-5 課題の整理 

既存の熱需要家からのヒアリングの結果、熱供給計画の方向性を検討するうえでの課題

を抽出した。 

 

（１） ゆめファーム SAGA 

・ ハウス内温度維持(16～17℃以上）のため、ピーク時で 4GJ/h 程度の熱が必要 

・ 今後ハウスを新設したいと思っているが、そこに対しては温水での供給を検討し

て欲しい。 

・ 温水であれば温水ボイラのみの設置でよいが、蒸気で供給されると熱交換機等が

必要となりイニシャルコストが増える。ゆめファーム SAGA についても供給が蒸

気となったことで想定よりイニシャルコストが増えた。 

・ 本施設側の定修期間の代替熱源に温風暖房機(重油）を使用。 

（今年度定修期間(20 日間)の運転費用は約 50 万円。） 

・ 本施設からゆめファーム SAGA までの輸送ロスがあるのではないか。 

→今回の実証事業の中での確認を検討。 

・ 施設の老朽化により、定修以外でも 2 か月に 1 回程度熱供給が止まる場合があ

る。 

→定期修繕以外での停止状況を確認し、対応策を検討。 

 

（２） 健康運動センター 

・ 本施設からの熱供給のみの依存しており、施設では熱源はもってない。 

・ 本施設の定修の際は、温水プールは閉鎖している。 

・ 健康運動センターは、大規模災害の際の救援隊詰め所の機能を担っている。 

・ 災害時に本施設から電気や熱の供給を受けることができれば、機能の向上につな

がると考える。 

（現状は、施設内の自家発電にて対応。） 

・ 現在、本施設から 120℃の温水で供給を受けているが、通常は 85℃～90℃程の供

給で問題ない。 

・ 冬場のピーク時の熱供給量を増やしてほしい。 

 

（３） 課題の整理 

将来的に発電と熱利用による本施設としての波及効果を検証する上で、今回の調

査で以下が追加的に発生している重要な課題と考えられる。 

【課題 1】 本施設の定修期間や停止期間の代替となる熱源の設置。 

【課題 2】 新規熱需要家への熱供給を行った場合の最大需要（冬季）への対応。 
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4-4. 令和元年度調査における想定 

「佐賀市清掃工場廃棄物エネルギー利活用検討調査業務報告書（令和 2 年 2 月：以降

前回報告書と略す）」での熱利用検討を受け、本事業では脱炭素を念頭におき新規需要家

の開拓を含めた具体的な熱利用の展開の検討を実施する。最終年度において検討結果を

反映して今後の熱供給計画に資することを目指す。 

 

4-4-1 熱供給事業化モデル 

前回報告書で想定された熱供給事業化モデルを図 4-5 に、熱供給需要家を表 4-9 に

示す。熱供給フローを図 4-6 に示す。位置関係は図 4-7 のとおりである。 

今回の調査に当たっては、COVID19 の影響により、企業の進出予定が変更になった

ことや脱炭素をめぐる社会情勢の変化により供給や運用に対する変化が見えてきた。

このため、改めて熱供給の在り方や技術的な面からも追加で検討することを念頭に整

理をする。 

ポイントは、需要家の最大需要に対応したモデル化であるため、季節変動、日変動か

らかなり顕著に需要と供給のアンバランスが直接発電量に影響することから発電量を

最大限確保するための最適化制御が必要と考えられる。 

このため次年度からは、需要と供給の関係をベース供給と変動調整を考慮し、新たな

需要家を想定した効果的な組み合わせや熱供給のカスケード利用、さらには補助的な

供給源を加えたエネルギーの「複合拠点」を視野に入れて検討する（詳細は後述）。 

 

 

図 4-5 佐賀市清掃工場熱供給事業化モデル 
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表 4-9 前回報告書での想定供給先の概要 

 

（赤枠は現行熱供給を開始している箇所） 
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図 4-6 熱供給フロー  

（6GJ/h）
25→40℃

Max7.3GJ/h
120→80℃

Max7.5GJ/h
177→65℃復水

きゅうり
室内16～17℃
（22～28℃）

バジル室温
20℃以上
min10℃

・
J・
X・
P・
[・
h・
・・
p

藻類
水温25℃

供給温度であり、25～30℃

まで冷却（利用）して戻す

必要がある！ 



90 

 

 

 

表 4-10 直近需要ケース需要熱量と利用可能熱量（2 炉稼働時） 
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図 4-7 前回報告での想定供給先の位置関係 

清掃工場

藻類培養関連施設(計画地)

ゆめファームSAGA(JA全農)
大規模多収穫栽培実証施設

㈱アルビータ 藻類培養施設

グリーンラボ㈱ 植物工場
(計画地含む)

農業関連施設
(計画地A）

農業関連施設
(計画地B）

農業関連施設
(計画地C）

佐賀市健康運動センター
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4-4-2 発電設備から見た熱供給余力の考え方 

前回報告では、創エネを主眼に置き熱需要先とのマッチングを検討したが、当然本施

設側からの制約条件等があり、これらがマッチングしないと発電出力の低下や需要家

側での追加加熱や調整が必要となる。 

図 4-8、表 4-11 にエネルギー回収の観点から見た検討された方式の概要と表 4-12

に比較表を示す。 

 

 

図 4-8 エネルギー回収方策適用の考え方 

 

表 4-11 熱エネルギー利用と発電量との関係 

 

 

 

6GJ/h
25→40℃

Max6.3GJ/h
120→80℃

9～14GJ/ｈ
177→65℃復水

-400～500kW

-1000kW -1700～2100kW0kW（-530kW：60℃）
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表 4-12 エネルギー回収方策比較 
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発電設備におけるタービン復水装置の方式を空冷から水冷にすることで、この排熱

が使えることになり、6GJ/h の熱量を得られる。しかしながら発電出力を現行のとおり

維持するためには、取り出し温度を 40℃（戻り 25℃）とする必要があり、取り出しを

60℃（戻り 30℃）とすると発電出力は 530kW 減少することになり、メリットが減少

する。 

出力の低下が見込まれるものの高温水発生装置災害利用、タービン抽気蒸気量最大

利用では、出力低下がそれぞれ 400～500kW、1000kW 見込まれる。また、タービン

入り口からの蒸気利用も可能だがこの方式では発電ができなくなり本来の目的に反す

る。 

このような検討からタービン復水を利用した方式が最も優位として、次いで他の方

式も併用できると仮定して前項に示すような熱供給の検討がなされた。 

しかしながら、季節変動など必要な熱量を全量賄うことはできないことから、ある程

度出力は需要家側でカバーするなどを想定しているものの、需要が低下する夜間など

本施設側から見た戻り温度が予定温度まで下がらない場合も多発する。この場合は復

水に関しては従来の空冷装置を併用せざるを得ず経済性や時間的な応答性を加味しな

ければならない。また、戻り温度が定格に達しない他の方式では余剰蒸気が増えタービ

ン出力が変動したり放散蒸気が発生したりすることになる。 

特に、復水熱量の場合、発電出力維持のためには需要家側で通年 25→40℃の利用す

ることが好ましいがこのような一定の負荷を有する単独の需要家は望めない。 

図 4-9 に水冷式復水装置の概略フローを示す。 

 

 

図 4-9 水冷式復水器導入時の概略フロー 

 

25℃
（30℃）

40℃
（60℃） 0.013MPa、51℃

（0.05MPa、80℃）

交換熱量6GJ/h
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このような視点から、本熱供給計画を確実なものにするためには、より多くの需要家

と熱供給のアンバランスの相殺や負荷の平準化を図るなど本施設側に一定の供給が可

能なシステムが必要と思われる。 

例えば、本施設側の最適供給力に合わせたベース熱量とし、負荷変動や日変化、季節

変動までを考慮に入れた複合拠点などが考えられる。調整力として付加するエネルギ

ー源は脱炭素を実現するため再加熱に再エネ（太陽光、バイオマスボイラなど）を用い、

蓄エネルギーやヒートポンプの利用なども必要と考える。 

次年度以降でこれらについてより具体的な方策を模索するものとする。 

 

 

4-5. 熱供給計画の方向性 

4-5-1 電力の地産地消等も含めた地域エネルギー事業としての可能性 

前回報告では、主に熱供給に関わる部分の調査検討を行っているが、電力の地産地消

事業とあわせて、電力と熱を活用した地域エネルギー事業としての可能性を本工場は

有しているとして、以下のような視座を示している。  

「ドイツのシュタット・ベルケに代表される海外事例では、電力、熱、水道など複数

の生活インフラを一括して取り扱う事業モデルが確立し、各インフラ間で経営的に相

互補完することにより、より安定的な事業運営を進めることが可能とされている。  

＜中略＞ 

また現時点では、電力と熱の双方を取り扱うエネルギー事業会社（特に清掃工場の廃

熱による熱電供給事業会社）は全国でも例がないが、こうした事業会社を想定した場合

には、本施設からの売電・売熱料金に、一定の収益率を加味した単価で電力供給・熱供

給を行い、得られた収益によって市域の環境対策・産業振興等を拡充するといった展開

も、今後の電力価格や燃料価格の動向によっては可能性があると考えられる。今後の電

力価格や燃料価格の動向を注視し、関係者による協議を進めることも重要と考えられ

る。」 

 

これらの視点と COVID19 やレジリエンス強化など脱炭素社会を目指す急激な社会

情勢の変化を機に新たな熱利用の構築をもって力の地産地消等も含めた地域エネルギ

ー事業としての可能性を創出するものとする。 

 

今回の調査で需要家からの要望事項を整理した結果の新たな課題は以下の 2 点であ

る。 

【課題 1】本施設の定修期間や停止期間の代替となる熱源の設置 

   （このための熱源施設が二重投資になることは避けたいなど。） 

【課題 2】新規熱需要家への熱供給を行った場合の最大需要（冬季）への対応。 
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（日変化に加え季節変動が大きい需要家が多いことから複数の業種による平準化か

複合的な施設による打開策の提示。） 

これらの課題と従前の方向性を重ね合わせ今後の解決策を検討するにあたり、以下

の検討を進める。 

 

【検討事項】 

・ 複合拠点供給 

前回報告書にある熱供給ルートにおいて、熱導管の途中に本施設からの熱供給が停

止した場合にも、一定規模の熱供給が可能な温水発生器(熱源タンク）等の設備設

置方式に加え複合的な供給拠点での熱供給事業の検討を進める。これにより本施設

と需要家での負担を最小限に抑えた仕組み作りが期待できる。 

 

ポイントは、需要家の最大需要に対応したモデル化であるため、季節変動、日変動

からかなり顕著に需要と供給のアンバランスが直接発電量に影響することから発電

量を最大限確保するための最適化制御が必要と考えられる。 

このため次年度からは、需要と供給の関係をベース供給と変動調整を考慮し、新た

な需要家を想定した効果的な組み合わせや熱供給のカスケード利用、さらには補助

的な供給源を加えたエネルギーの「複合拠点」を視野に入れて検討する（図 4-10

参照）。この上で、本施設の地理的特性を活用し、新規熱需要家を創出することを

検討する。 

 

・ レジリエンス強化 

本施設に隣接している健康運動センターの災害時の役割や 2018 年(平成 30 年)6 月

に閣議決定された「廃棄物処理施設整備計画」※を踏まえ、本施設を活用した災害へ

のレジリエンス強化策を検討するため、オフグリッドでの電力供給網の構築など地

域防災計画と連携した活用策の検討を実施する。 

上記を踏まえ、大規模停電が発生した場合でも本施設が自立可能な対策を検討。 

➢ 「廃棄物処理施設整備計画」では、災害対策を強化するため、「地域の核となる

廃棄物処理施設においては、地震や水害によって稼働不能とならないよう、施

設の耐震化、地盤改良、浸水対策等を推進し、廃棄物処理システムとしての強

靭性を確保する。これにより、地域の防災拠点として、特に焼却施設について

は、大規模災害時にも稼動を確保することにより、電力供給や熱供給等の役割

も期待できる。」とされている。 
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・ スートブロワ方式変更による創エネ効果の検証 

将来における需要熱量とスートブロワ方式変更後の利用可能熱量を把握、本施設の

ポテンシャルを確認のうえ本施設の改修に合わせ、増強の可能性を検討。 

 

 

 

図 4-10 複合供給拠点の検討 

 

4-5-2 本施設周辺への熱供給の可能性 

ここで本施設周辺の状況を再整理する（表 4-13 参照）。 

周辺には大型商業施設、飲料工場など熱需要が見込まれる（図 4-11 参照）。 

なお、検討に当たっては表 4-14 に示す供給可能なエネルギーの種類と量に応じた供

給先の例を念頭に置きながら事業性のある計画を検討するものとする。 

 

 

  

健康運動センター

ゆめファームSAGA

アルビータ藻類培養施設

グリーンラボ植物工場

農業関連施設(計画地)

藻類培養施設(計画地)

学校、公民館、庁舎等

老人福祉施設工業プラント

新規熱需要家を創出

電気

既存の熱需要家

CO2の供給

水素プラント

清掃工場

CCU

清掃工場周辺に立地

連携・融通

◇清掃工場の地理的特性を活用し、新規熱需要家を創出

複合拠点供給が必要 
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表 4-13 周辺施設と需要家候補 

熱需要施設 施設概要 備考 

アルビータ藻類培養

施設 

・㈱アルビータによる藻類培養施設。・本

施設からのCO2供給を受けて、藻類（ヘマ

トコッカス藻）を培養実施中。・培養プー

ル1棟300m3。 

 

藻類培養関連施設

（計画地） 

・アルビータ藻類培養施設と同様の施設を

想定 

 

ゆめファーム

SAGA 

・JA全農によるキュウリのハウス栽培施

設。 

・14連棟ﾗ1棟。作付面積1ha。 

・本施設からの蒸気供

給を受け、2019.12 か

ら稼働。 

グリーンラボ植物工

場 

・グリーンラボ㈱によるバジルの縦型水耕

栽培施設。 

・本施設からのCO2供給を受ける配管工事

済み。 

・3連棟を4棟。さらに4棟増設予定。ハウ

ス面積約4,800m2。 

 

農業関連施設（計画

地 A・B） 

・グリーンラボ植物工場と同様の施設を想

定 

 

健康運動センター ・佐賀市による余熱利用施設 

・屋内施設として温水プール（25m他）、

浴室、トレーニングルーム等を配備。 

・本施設と同時期に建

設、本施設からの蒸気

供給を受ける 

以降追加検討候補   

大型商業施設 今後調査  

飲料工場 〃  

その他 〃  

太字は熱供給稼働中 
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図 4-11 熱供給需要家 

 

清掃工場

藻類培養関連施設(計画地)

ゆめファームSAGA(JA全農)
大規模多収穫栽培実証施設

㈱アルビータ 藻類培養施設

グリーンラボ㈱ 植物工場
(計画地含む)

農業関連施設
(計画地A）

農業関連施設
(計画地B）

農業関連施設
(計画地C）

佐賀市健康運動センター

飲料工場大型商業施設

既存の供給ライン

老人福祉施設

：熱源タンク候補地

：蒸気

：温水

：CO
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表 4-14 供給可能なエネルギーの種類と量に応じた供給先の例 
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4-5-3 今後の検討の方向性 

需要家の最大需要に対応したモデル化であると、季節変動、日変動からかなり顕著に

需要と供給のアンバランスが直接発電量に影響する。発電量を最大限確保するための

最適化制御が必要であるため、需要と供給の関係をベース供給と変動調整を考慮し、新

たな需要家を想定した効果的な組み合わせや熱供給のカスケード利用、さらには補助

的な供給源を加えたエネルギーの「複合拠点」を視野に入れて検討する。 

当初面的展開として山間部と都市部の再生エネルギー利用を視野に入れた「Saga 

Energy Factory Vision」（図 4-12 参照）を構想したが、実態を鑑みるとさらにひと工

夫が必要である。具体的には、本施設の排熱を直接使い、マッチングすることが可能な

需要家は少ない。このため、熱供給を効率よく周辺に供給するための複合拠点（ベース

熱供給に加えて変動対応熱供給施設）を新たに設け、地域としての面的展開を拡大する

ことが効果的である。これらのエネルギーは再エネを用いることで脱炭素社会への進

展が期待される。この構想を示したものが「Saga Energy Factory Vision+」（図 4-13 

参照）で、脱炭素を目指した水冷復水器採用による低温熱の拡大利用を目指したもので、

補助加熱は再生エネルギー利用や蓄エネルギーも検討が必要と考える。同時に本施設

を中心としたエネルギー分野における地域循環共生圏を第 5 世代地域熱供給＋シュタ

ット・ベルケ法で構築することも可能と考え、今後検討する（図 4-14 参照）。 

  



102 

 

 

図 4-12 Saga Energy Factory Vision 

  

◇Saga Energy Factory Vision

水素

電気

【都市部】

【山間部】

もみ殻、竹材、建
築廃材、ごみ資源

工業プラント

藻類プラント

病院施設

温泉施設

おむつ

リサイクル

施設

木材乾燥

施設

電気

熱

CO2
農業プラント

売電
（ＦＩＴ）

木質バイオマス発電所

電気

電気

清掃工場

水素

木材供給センター

燃料材

D･C材

チッププラント

電気
地域・公共施設等

バ
ー
ク
等

CCU（破線は将来構想）

水素

プラント

清掃工場の排熱を直接使

い、マッチングすることが

可能な需要家は少ない。 

このため、熱供給を効率よ

く周辺に供給するための複

合拠点（ベース熱供給に加

えて変動対応熱供給施設）

を新たに設け、地域として

の面的展開を拡大すること

が効果的である。 

これらのエネルギーは再エ

ネを用いることで脱炭素社

会への進展が期待される。 
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図 4-13 Saga Energy Factory Vision+ 
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図 4-14 本施設を中心としたエネルギー分野における地域環境共生圏 

 

清掃工場

一定供給（変動制御
を軽減）⇒
第4世代地域熱供給
からさらに第5世代へ

大規模改修

電気
地域・公共施設等

工業プラント

複合拠点

農業プラント 藻類プラント

バーク・チップ等

複合拠点

バークボイラー

太陽光

蓄エネルギー

ベース熱源

需要家供給

+

+

復水40℃可能

どこがベストか？

未利用熱の利用

第5世代地域熱供給＋シュタットベルケ手法を用い地域での面的展開）

コージェネ
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第5章 令和３年度脱炭素化・先導的廃棄物処理システム実証事業（地域バイオ

マスの利活用による清掃工場の持続可能な運用システムの実証）検討会

の開催等 

5-1. 令和３年度脱炭素化・先導的廃棄物処理システム実証事業（地域バイオマ

スの利活用による清掃工場の持続可能な運用システムの実証）検討会の開

催 

委託業務実施計画書に基づき、本事業の技術的・経済的視点から課題等を検討するため、

廃棄物およびエネルギーに関する専門家、学識経験者および行政職員による検討会を 2 回

開催した。 

 

 氏名(敬称略) 所属団体・役職 専門分野 

委員長 島岡 隆行 九州大学大学院教授 環境社会（廃棄物） 

副委員長 岩永 宏平 日本環境衛生センター理事 廃棄物処理施設 

委員 大野 伸寛 佐賀県産業労働部新エネルギー産業

課長 

新エネルギー 

以下に第 1 回検討会、第 2 回検討会の議事録をそれぞれ記載する。 

 

第 1 回検討会 

           

開催日時 令和 3 年 12 月 17 日（金）10:00～11:30 

開催方法（場

所） 
対面開催（佐賀市役所 大財別館 4 階 4-2 会議室） 

出席者 

（敬称略） 

委員：島岡委員長、岩永副委員長、大野委員         

受託事業者：佐賀市（森、田中）、エネルギー総合工学研究所（森山、濱田） 

     西日本プラント工業（菰原、林）、九州電力（川内、光野） 

協力者：荏原環境プラント（大塚）       

環境省：小林補佐、後藤専門員         

            

事業分野 委員コメント見出し 委員コメント内容 受託事業者回答 

原料調達の検討 原料調達の目標量 

最終目標である原料のバイオマス

2,000 トン/年は何を根拠にしている

か。 

令和 6 年の燃えるごみ量を

66,242 トン/年と予測している。

清掃工場の炉が安定的に 2 炉稼

働するには 68,000 トン/年が下

限である。よって、目標を 2,000

トン/年としている。 
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バイオマス利用によ

る CO2 排出削減効果

の実証 

もみ殻の運搬で CO2 が発生していな

いか。仮に発生していれば、運搬前に

固める前処理が必要かもしれない。

バイオマスの発生量、利用量、焼却量

等、発生からの流れと量を明らかに

し、CO2 排出削減効果を示す必要が

ある。 

全体的な CO2 排出削減効果を示

し、環境に貢献する事業にする。 

バークの季節性 

バークや木くずに季節性があるの

か。仮に季節性があれば、量を把握

し、ごみの代替となり得るか実証す

る必要がある。 

バークは夏が多く、冬場はない

ため、季節性がある。発生量、

利用量、運搬等の費用、清掃工

場の受入可否等を整理し、総合

的に検討する。 

バイオマス混焼

による実証試験 

スートブロワ方式の

変更 

スートブロワ方式の蒸気式から圧力

波式への変更に伴うエネルギー消費

量への影響を測定する必要がある。

また、既存のボイラの強度等に影響

がないか、安全性の点で慎重に対応

する必要がある。 

圧力波式への変更で熱が不要に

なり、熱を別に活用できると考

えている。測定は検討する。ま

た、この事業ではスートブロワ

を点検口に取り付け、安全性を

確保するが、既存のボイラに影

響がないかも確認する。設置す

るスートブロワは、圧力の波動

の調整ができるため、ボイラの

規模や経年劣化等に合わせた調

整も実証する。 

スートブロワでのメ

タンガスの使用 

カーボンニュートラルの点から、メ

タンガスの調達方法の検討も必要で

ある。 

メタンの使用料は少量である。

将来的にはバイオマス由来のメ

タンガスを使い、CO2排出量の削

減に寄与する。 

混焼のハンドリング 

ポリップ型のクレーンでは攪拌が難

しい印象を受けるがどう考えるか。 

ハンドリングテストからクレー

ン攪拌の難しさが分かった。今

後、攪拌方法を検討するが、ホ

ッパへの直接投入も検討する。

貯留場所は、使用していない大

型のタンク等の活用を検討す

る。 
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熱供給方法の検

討 

翌年度以降の熱供給

の予定 

熱供給設備のイニシャルコストの回

収目標を 5 年以内としているが、補

助金を利用する見込みか。補助金を

利用しない場合も検討する必要があ

る。 

補助金を見込み、5 年回収の算定

にしている。補助金を利用しな

い場合も検討する。 

 

第 2 回検討会 

           

開催日時 令和 4 年 2 月 17 日（木）10:00～11:30 

開催方法（種

類） 
Web 開催（WebEx） 

出席者 

（敬称略） 

委員：島岡委員長、岩永副委員長、大野委員         

受託事業者：佐賀市（森、田中）、エネルギー総合工学研究所（森山、濱田） 

  西日本プラント工業（林）、九州電力（川内、光野） 

協力者：荏原環境プラント（伊澤）       

環境省：小林補佐、田中補佐、越智専門員         

            

事業分野 
委員コメント見出

し 
委員コメント内容 受託事業者回答 

原料調達の検討 

バークの性状に応

じた熱量の実証 

バークを屋外に保管する場合、雨天等

の気象状況によってバークの水分量が

変わるはずである。バークの性状によ

って、エネルギー収支や発電の効果が

変わることになるため、今後の混焼実

証の際は、バークのサンプリングを実

施し、水分量等を把握した上で熱量を

測定する必要がある。 

バークの混焼実証の際のごみ質

分析において、バークの性状を

確認する。 

バークの保管方法 

発生源でバークを屋外に保管する場

合、熱がこもり火災が発生するおそれ

がある。屋外での安心・安全な保管方

法の検討が必要と考える。また、清掃

工場側においても、運搬が滞った際で

も安定的にバークを焼却できる保管方

法の検討が必要と考える。 

屋外や清掃工場での保管方法を

今後検討する。 
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バイオマス混焼

による実証試験 

飛灰サンプルの燃

焼状況 

飛灰サンプルの写真でもみ殻混焼あり

ともみ殻混焼なしを比べると、もみ殻

混焼ありが黒い。もみ殻の影響か、ご

みの影響か、X 線解析や炭素分析を行

ってはどうか。有機物含有量が高いと

思うため、未燃分の炭素量を測定すれ

ばよい。 

X 線解析を行ったが、数値上は

もみ殻の有無による成分的違い

は見られなかった。未燃炭素の

化学分析は今後取り組む。 

熱供給方法の検

討 

温度差発電の可能

性 

清掃工場から健康運動センターに送っ

ている 120 度の熱について、健康運動

センター側は 90 度程で十分とのこと

であるから、この温度差を利用した温

度差発電ができると考える。嬉野市内

で佐賀大学とともに温度差発電の実証

研究を行っている。佐賀市でも温度差

発電を検討してみてはどうか。 

発電機の設置場所を含めて、発

電の可能性を検討する。 

清掃工場からの熱

の供給方法 

清掃工場からの熱の供給方法として、

利用者の利便性から蒸気と高温水、温

水の 3 種類があると思うが、清掃工場

停止時の非常用ボイラ・非常用熱源を

考えると供給媒体を 1 つのものに統一

する方が技術的にはコントロールしや

すいと思うがどうか。 

現時点ではバックアップする系

統がないため統一できないが、

今後検討する。 
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5-2. 令和３年度脱炭素化・先導的廃棄物処理システム実証事業審査等委員会へ

の出席 

環境省が実施する「令和 3 年度脱炭素化・先導的廃棄物処理システム実証事業審査等

委員会」へ出席し、業務報告を行った。 

 

日時：令和 3 年 2 月 10 日 16:55～17:25 

場所：オンライン会議 

内容：本事業内容についての審査等委員会への業務報告 

 

5-3. 令和３年度廃棄物処理システムにおける脱炭素・省 CO2対策普及促進方策

検討委託業務ヒアリング等への協力 

本事業の上位事業である「令和３年度廃棄物処理システムにおける脱炭素・省 CO2 対

策普及促進方策検討委託業務」受託者によるヒアリング調査への協力や検討会へのオブ

ザーバ出席をした。 

 

5-3-1 検討会出席状況 

第一回検討会 令和 3 年 10 月 15 日（オブザーバ参加：web） 

第二回検討会 令和 4 年  1 月 20 日（オブザーバ参加：現地） 

第三回検討会 令和 4 年  3 月 8 日（オブザーバ参加：web） 

 

5-3-2 ヒアリング調査協力 

ヒアリング調査結果は以下ホームページで掲載されている。 

https://wa-recl.net/article/a/189 

 

以下ヒアリング調査記事の概要を示す。 

開催日時 令和 4 年 1 月 19 日（金）14:00～14:30 

開催方法（場所） 対面開催（佐賀市役所 1F 市民ホール） 

出席者 

（敬称略） 

質問者：一般財団法人日本環境衛生センター 2 名 

    一般財団法人地域活性化センター  5 名 

回答者：佐賀市環境部 施設機能向上推進室  田中和之 室長 

     企画調整部 バイオマス産業推進課 江島英文 課長 

  

質問内容 回答 

佐賀市の取り組みの概

要 

 佐賀市清掃工場の余剰電力を公共施設で地産地消しているほか、大学などと連携し

て清掃工場から出る CO2を分離回収し、さまざまな用途に活用している。 

https://wa-recl.net/article/a/189
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エネルギーの地産地消 
 清掃工場の余剰電力を地産地消する事業では市内公共施設 112 か所へ電力供給して

いる。 平成 30 年度には清掃工場余剰電力の公共施設使用率が 92％に達した。 

清掃工場からの CO2分

離回収事業に取り組ん

だきっかけ 

 当初は、CO2の削減を主な目的としていたのではなく、清掃工場から出る CO2を資

源として活用可能かという角度から検討を始めたものである。旧佐賀市を中心とした

周辺 7 町村との合併があり、ごみ処理施設を統合する必要が生じ、地域住民から合意

をいただくまでに 7 年もの期間を要した。これにより清掃工場周辺に地域産業を創出

することで、地域住民に役立つ施設へ変えていかなければならないという問題意識が

生まれた。 

 その中で、農作物の収率を上げる CO2に着目し、資源として活用することにした。

「バイオマス産業都市さが」というビジョンのもと、サーキュラーエコノミーの実現

を目指す中で、CO2を資源のひとつとして捉えた。 

 清掃工場の排ガスからの分離回収は世界中で例がなく、安定的な回収が可能かを企

業と連携し実証を開始した。 

設備設置にあたって

の、環境省の補助金の

活用 

 全事業費 14.5 億円のうち、環境省の CO2排出抑制対策事業費等補助金を 5 億円活

用している。ランニングコストと当初の整備費と合わせると 17 年でコスト回収と試算

しているが、資源循環を推進する上での CCU であり、コストがかかっても取り組むと

いう意思があった。 

生産した CO2の用途 

 生産した CO2は、パイプラインで需要家である民間企業に送られ、農業用ハウスや

微細藻類の培養施設などで、農作物や藻類の光合成に使われている。 

 佐賀市が資源として活用している CO2は、化石燃料からではなく、ごみ由来のバイ

オマスから発生した CO2であり、再生可能エネルギーでつくられたグリーン水素と同

じように、“グリーン CO2”と呼べると考え、佐賀市の“グリーン CO2”は化石燃料由来

の CO2とは大きな差異付けができると感じている。 

 実際に、CO2を大量に使う産業用需要家などからも、もっと生産量を増やせないか

といった問い合わせをいただくこともあり、“グリーン CO2”という佐賀市ならではの

アドバンテージを生かして、活用先を拡大していきたいと考えている。 

バイオマスを軸にした

民間企業との連携 

 藻類の研究に関していうと、CO2分離回収事業とは別に、佐賀市では平成 29 年に産

学官金の連携による「さが藻類バイオマス協議会（SABC）」を発足し、株式会社ユ

ーグレナや株式会社アルビータといった藻類を活用した事業を展開している企業など

とタッグを組み、新たな産業の創出を目指している。 

 また、佐賀市が仲介して、ダンボール原紙を製造する王子マテリア株式会社の排水

処理工程で使う助剤を、味の素株式会社の製品製造過程で発生するバイオマス由来の

資材に置き換えるといった仕組みも構築した。これにより、佐賀市や連携企業にもメ

リットがもたらされ、現在は佐賀市の仲介なく企業同士で取引が行われている。 

 近年では、2020 年の政府による脱炭素宣言を受けて、企業の脱炭素経営へのニーズ

が高まり、さまざまな相談が佐賀市へ寄せられるようになった。佐賀市としては、民
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間企業がチャレンジできる環境を整備することで、意欲的な企業を佐賀市に呼び込み

たいと考えている。 

市民の方々の取り組み

への受け止め方 

 「バイオマス産業都市さが」の構想は、地域の迷惑施設とされるごみ処理施設や下

水処理施設を地域に便益のあるものにしたいという思いでスタートしたものである。

佐賀市は、この構想のもとで 6 つのプロジェクトを展開しており、もっとも広く認知

されているのが CO2分離回収事業である。 しかし、CO2分離回収事業は当初、販売

量が想定よりも少なかったため、供給計画やその見込みの甘さなどを指摘され、新聞

等で批判を受け、市民の方々にはネガティブなイメージで、今でも懐疑的に見られて

いることも事実である。佐賀市としては、CO2の販売先の拡大とともに他の 5 つの事

業についても取組み内容や成果をしっかりとアピールしていくことが課題だと考えて

いる。 一方で清掃工場周辺の住民の方々からは、もっとプロジェクトを拡大してほ

しいといった意見が多くあり、一定の成果をあげているとも感じている。 回収した

資源（CO2）をどう使うかという視点が重要だと考えており、市民の身近なところで

は、高濃度炭酸浴により高齢者など市民の健康増進に役立てたいと考えており、過去

2 回ほどイベント的に開催したところ、大変好評であり、常設に向けて他部署と連携

中である。 

CO2分離回収事業の採

算性を上げるための工

夫 

 CO2を低コストで供給するために、液化せずに中圧ガスのまま貯留・供給してい

る。高圧ガスにしないことで保安人員を必要とせず、製造工程もほとんど自動化して

人件費の低減を図っている。コスト低減に取り組みながらも利益の追求はせず、コス

トカットした分で販売価格を引き下げ、産業振興に取り組んでいる。 

 また、分離回収に必要な熱は、清掃工場からの蒸気を活用している。これによっ

て、電化するよりも低コストで分離回収が可能である。 

 生産する CO2は、食品添加物の基準に適合する高品質なものが求められている。清

掃工場で熱と電気を作り出すことができることから、化学吸収法という手法で生産を

行っている。今後、現在より多くの生産量を求められるようになれば、別の手法を検

討することもあるかもしれない。 
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今後の課題や展望、他

の自治体へのメッセー

ジ 

 CO2分離回収事業については、CO2を活用して佐賀市の地域産業に貢献していただ

ける企業の誘致に力を入れたいと考えているため、企業に来ていただけるような環境

整備を図りたい。 

 一方で、CO2の農業利用が拡大すれば、夜間に使用しない CO2がさらに余剰するこ

とになり、夜間の CO2をどのように利用していくのかが課題だと認識している。 

 この課題を解決するために、タンクを増設して貯留量を増やすなどの対策が考えら

れるが、雨天や曇天などで昼間にも CO2を使わない場合に対応が難しくなる。そのた

め、地域産業に資する CO2やその他の資源の活用法を組み合わせる、CO2利用のパッ

ケージ化に取り組んでいく必要があると考えている。 

 例えば、液化 CO2を製造し、個別のボンベに充填して既存農業やドライアイス製造

に活用するなど、企業誘致と同時に市の課題解決につながる CO2利用のパッケージ化

を推進していく。 

 さらに、こうした取り組みを“佐賀モデル”として清掃事業と組み合わせれば、国際

的にも展開が可能ではないかと考えている。 

 他の自治体へ伝えたいことは、各省庁にまたがる事業を推進するには、横断的な推

進体制とトップの決断、その共有が欠かせない。また、事業を推進する上では協力者

も必要だが、単に説明するだけではなかなか協力を得ることは難しい。 

 企業や市民から協力を得るには、それぞれに対してメリットがなくてはいけない。

佐賀市では、協力者の困りごとを解決するために事業を展開したり、企業と地元間の

調整役を担ったりして事業スピードを速めるサポートを実施している。 
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第6章 共同実施者との打合せ 

 

 日 時 出席者 主な打合せ内容 

1 2021 年 12 月 3 日 

10:00～11:20 

佐 賀 市 、

IAE、NPC、

九電 

・第 1 回検討会について 

・実証内容(もみ殻混焼)について    など 

2 2021 年 12 月 9 日 

9:00～10:20 

佐 賀 市 、

IAE、NPC、

九電 

・第 1 回検討会について 

・実証内容(もみ殻ピット投入状況)について

など 

3 2021 年 12 月 16 日 

16:00～17:30 

佐 賀 市 、

IAE、NPC、

九電 

・第 1 回検討会についてなど 

4 2021 年 12 月 17 日 

13:00～14:30 

佐 賀 市 、

IAE、NPC、

九電 

・第 1 回検討会の委員コメントに対する対応

についてなど 

5 2022 年 1 月 7 日 

10:00～11:15 

佐 賀 市 、

IAE、NPC、

九電 

・実証(もみ殻混焼)の状況について 

・第 2 回審査会について 

・第 2 回検討会について 

・報告書について           など 

6 2022 年 1 月 19 日 

15:00～17:30 

佐 賀 市 、

IAE、NPC、

九電 

・実証(もみ殻混焼)の状況について 

・第 2 回審査会について 

・第 2 回検討会について 

・報告書について 

・上位事業検討会について       など 

7 2022 年 2 月 2 日 

14:00～16:00 

佐 賀 市 、

IAE、NPC、

九電 

・実証(もみ殻混焼)の状況について 

・第 2 回審査会について 

・第 2 回検討会について 

・報告書について 

・上位事業検討会について       など 

8 2022 年 2 月 14 日 

15:00～17:00 

佐 賀 市 、

IAE、NPC、

九電 

・実証(もみ殻混焼)の状況について 

・第 2 回審査会について 

・第 2 回検討会について 

・報告書について 

・上位事業検討会について       など 

9 2022 年 2 月 17 日 

11:00～12:00 

佐 賀 市 、

IAE、NPC、

・報告書について 

・第 2 回検討会フォロー など 
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九電 

10 2022 年 3 月 3 日 

10:00～12:00 

佐 賀 市 、

IAE、NPC、

九電 

・報告書について 

・スートブロワ設置状況について 

・次年度実施内容検討    など 
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第7章 目標達成度や将来展開 

7-1. 目標設定および達成度 

 

 項目 採択時の技術の状況 最終目標 令和 3 年度の目標 年度末の達成状況 

1 原 料 調

達の工夫 

清掃工場では農業系バイオマスを受け

入れていない 

国内事例についても下水汚泥炭化物な

どの例はあるが積極的なバイオマスの受

入や混入可能割合を評価した例はない 

新規調達熱量 

（創エネ目標量） 

16,026GJ/年 

 

・2,000 t/年以上の調達可能な

バイオマスの検討 

16,026GJ/年の創エネを目標と

した受け入れ供給システムの計

画 

もみ殻を 410 t 以上、バークを 1150 t 程度調

達可能であることが分かった 

試験運搬においてもみ殻の収集・運搬方法を

検討した。その他竹や木質チップ、建設廃材な

どの調達によって達成可能 

2 エ ネ ル

ギー転換

の工夫 

未利用バイオマスは処理困難物として

受け入れていない 

→受入れ、貯留、焼却処理のノウハウ

がない 

→プラントへの影響が未確認 

新規余剰熱量 

（創エネ目標量） 

4,777GJ/年 

・2,000 t/年以上のバイオマス

を混焼できるシステムの確立 

・4,777GJ/年の創エネを目標

とした排熱回収システムの基本

計画 

もみ殻を一炉あたり 5t/日混焼で導入できる

ことを確認し、スートブロワを設置する基本計

画を立てた 

3 エ ネ ル

ギー利用

の工夫 

バイオマス混焼によるエネルギー回収

量の変化が不明瞭である 

新規熱需要家の熱需要量が未調査 

供給設備のイニシ

ャルコストの回収年

目標…5 年以内 

・熱供給計画の策定；既存設備

と新規熱需要家の連携の検討 

 

2019、2020 年度のエネルギー回収、利用状

況等について実績値を集約し、集約結果を基に

設備投資と熱供給計画の方向性を検討した 

4 シ ス テ

ム全体の

工夫 

熱需要家の新規動向を踏まえたエネル

ギー（熱・電気）供給計画が未整備 

・エネルギー（熱・

電気）供給計画の策

定 

・エネルギー（熱・電気）供給

計画の検討 

エネルギー分野における地域循環共生圏モ

デルの全体イメージを構成し、清掃工場を中心

としたエネルギー供給計画を検討した 



117 

 

7-2. 今後のスケジュール 
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バイオマス運搬について 

・ 上期はバークを中心とした竹、木チップの運搬を行う。下期はもみ殻を中心に収

集を行う予定。 

ごみ質分析について 

・ 混焼対象を含めたごみ組成分析を行う。算出された値は混焼率等の試算にも用い

る。 

混焼実験 

・ 焼却炉 3 炉中 1 炉で混焼試験の経過観察を行う。 

灰落とし装置 

・ 蒸気式を圧力波式に一部転換を行う。2022 年度上期は設置工事、以降効果の確

認を行っていく。2023 年度下期に撤去工事を予定。 

炉内影響調査 

・ 日常の運転データや炉停止時に内部調査を行い、混焼による影響や灰落とし装置

転換の影響を確認する。 

灰組成分析 

・ 混焼による灰分の残留成分の分析を行う。主灰と飛灰の分析を行う。 

熱供給方法の検討 

・ 新たな熱利用方法の机上検討や周辺企業へのヒアリング等の熱供給計画の検討

を行う。 
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7-3. 事業の CO2排出量削減効果 

 

 

 

 

  

単位

① 原料バイオマスの搬送 45.67 t-CO2

(1) もみ殻投入量 410.00 t

(2) CO2排出削減量(トラック移動平均) 9.36 t-CO2

(3) もみ殻投入量最大想定 2000.00 t

(4) CO2排出削減量（トラック総移動距離) 45.67 t-CO2

② バイオマスの導入 1968.39 t-CO2

(1) もみ殻投入量想定 2000.00 t

(2) もみ殻発熱量 14.20 GJ/t

(3) もみ殻発熱量年間 28400.00 GJ

(4) 重油発熱量 39.10 MJ/L

(5) 重油換算 726.34 kL

(6) 重油CO2発生量原単位 2.71 t-CO2/kL

(7) 年間削減量（重油換算） 1968.39 t-CO2

③ スートブロワの方式変更 327.22 t-CO2

(1) スートブロワ蒸気量実績 1711.84 t

(2) 上記1トン当たりの熱量 2.79 GJ/t

(3) スートブロワ実績熱量換算 4776.03 GJ

(4) 重油発熱量 39.10 MJ/L

(5) 重油換算 122.15 kL

(6) 重油CO2発生量原単位 2.71 t-CO2/kL

(7) 年間削減量（重油換算） 331.02 t-CO2

(8) メタンガス使用量による年間CO2排出量 3.80 t-CO2

(9) 年間削減量合計 327.22 t-CO2

2341.29 t-CO2合計削減量

項目
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7-4. 事業終了後の横展開の可能性 

本事業は、地域に散在するバイオマスを一般廃棄物処理施設で受け入れて焼却処理し、

得られる資源・エネルギーを地域内で循環させる取り組みである。 

地域バイオマスは、地域の自立・分散型の資源・エネルギー（再生可能エネルギー）と

して古くから注目されてはいるものの、収集・運搬コストの問題や発生量が少量であるな

どの理由から未利用となっているものも多く、順調に拡大してきたとは言い難い。 

一方、一般廃棄物焼却処理施設では、これまでダイオキシン対策に伴う広域化計画のも

と施設の集約化が図られ、全連続式の発電付き焼却処理施設が建設されてきたが、今後は、

人口減少や脱プラスチックなど資源循環型の社会構造への変革が進むにつれ、施設の稼

働率が低下し、定格処理や効率的な運用にも影響を及ぼすことが予測される。 

このように、未利用バイオマスの散在や林地荒廃などの地域課題と中間処理のあり方

や資源・エネルギーの回収方策、利活用などの施設課題は多くの自治体に共通するもので

あり、本事業へ取り組む意義や果たすべき役割は大きいと考えている。  

また、本事業では「エネルギー転換の工夫」としてバイオマスの混焼とスートブロワの

更新を挙げているが、バイオマス混焼は従来の一般廃棄物の燃焼制御の延長線上にあり、

類似施設であれば取り組みが容易である。スートブロワの変更においても処理方式を問

わず比較的柔軟に対応することができるため汎用性が高い。 

したがって、本事業から事業モデルを構築することが出来れば、持続可能な清掃工場モ

デルとして有用であり、自治体関係者の共感やモチベーションにもつながるもと期待し

ている。 

 

 

図 7-1 事業の横展開の可能性 

 



 

 

 

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リサイクル適正の表示：印刷用の紙にリサイクルできます。 

この印刷物は、グリーン購入法に基づく基本方針における「印刷」に係る判断

の基準にしたがい、印刷用の紙へのリサイクルに適した材料〔Ａランク〕のみを

用いて作製しています。 


